
 

 

経済産業省 産業技術環境局 資源循環経済課 御中  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度地球温暖化・資源循環対策等に資する調査

委託費（プラスチック等資源循環推奨調査）  

報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021年 3月 31日 

 

 

 

 



 

 

 



 

 i 

はじめに  

資源・廃棄物制約や海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化対策等の幅広い課題に対応し

ながら、プラスチックの資源循環を総合的に推進するための重点戦略の１つとして、令和元

年５月に「プラスチック資源循環戦略」を策定した。プラスチック資源循環戦略では３R＋

Renewable を基本原則として掲げ、リデュースやリサイクル、再生材やバイオマスプラスチ

ック等の利用促進に関する重点戦略を設けるとともに、目指すべき方向性としてマイルス

トーンを設定している。 

そこで本事業では、「プラスチック資源循環戦略」の具体化を進めるにあたって、プラス

チックの容器包装や製品に関するライフサイクルに合わせた３R＋Renewable の国内外の取

組について深堀するとともに、検討の基礎となる調査を実施した。
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容器など、多種多様な容器包装を取り扱っている。プラスチックを使用した容器

包装が多い。 

⚫ 化粧水やファンデーションの出荷金額が多いことを踏まえると、ボトルとコンパクト

容器の使用量が多い可能性が高い。 

⚫ 樹脂別には、PP の使用量が最も多く、PET や PE も多く使用していると想定さ

れた。メイク系化粧品でのプラスチックの使用は、PET、PP の他には、AS、ABS

が多く、PEは少ないようである。 

組織としての取組 ⚫ 2016 年、プラスチック問題の高まりを受けて、「容器包装のための３R 行動計

画」（2006年策定）を改訂し、「化粧品業界における容器包装の環境配慮

に関わる自主行動計画」を策定。 

⚫ サステナビリティに関連するベストプラクティスの情報を収集し、事例集「粧工連

サステナビリティ指針に沿った取組事例の紹介」を作成している。 

会員企業における

環境配慮設計の

取組 

＜リデュース＞ 

⚫ プラスチックに関わらず、軽量化・薄肉化、包装の簡素化による容器材料の削

減を行っている。プラスチック容器包装に関しては詰め替え、付け替え製品の普

及による材料の削減も推進している。 

⚫ シャンプー、リンス、ボディ用シャンプー、手洗い石鹸においては、詰め替え、付け

替え製品が販売量全体の6-7割になっており、大きな削減効果が生じている。

詰め替えは海外では少なく、最も進んでいるのが日本だと考えられる。他、コン

パクト容器のレフィル化も従来推進されている。現在はスキンケア用品にも詰め

替え容器が広がっており、一部広口ジャーも詰め変え可能な種類のものが出て

きている。 

＜リユース容易性＞ 

⚫ 上述した詰め替え・付け替えの推進は、ボトル等のリユースにつながる。 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ 単一素材化は技術的に困難である。例えば、パウチのアルミ蒸着は、リサイクル

の阻害要因になり得るが、遮蔽性・軽量化・紫外線防御などの観点で不可欠

な材料である。ボトルにおいて、ポンプと本体で同じ素材を使用することも困難

である。コンパクト容器等には金属が使用されることが多く、分解容易性につい

て検討し始めているが、安全性・機能性を保持する必要がある。 

＜代替素材＞ 

⚫ 一部企業ではバイオマスプラスチックを使用しているが、供給確保が課題。 

⚫ 再生材プラスチックについて、品質が担保される PET については進んでいるが、

その他の樹脂については衛生面と意匠性が課題となっている。 

＜その他＞ 

⚫ 一部企業が自主回収や水平リサイクルの取組を実施しているが、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律が取組を進めにくい要因になっている。 

⚫ LCA の観点で環境負荷低減効果を確認することも必要。 
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と容器包装を比較すると、ほとんどが容器包装である。 

組織としての取組 ⚫ 「環境に配慮した容器包装ガイドライン」を作成し、運用及び協会ウェブサイト

への掲載を行っている。 

⚫ リデュースの取組について、プラスチック容器包装リサイクル推進協議会に報告

するとともに、ウェブサイトに掲載している。 

会員企業における

環境配慮設計の

取組 

＜リデュース＞ 

⚫ 原料使用量の削減については、既に対応できる部分のほとんどが取組み済み

であるため、現状以上のリデュースは困難である。 

⚫ 個別包装の削減について、個包装の実施有無は想定される飲食シーンに合わ

せている。マルチパック包装のトレー、シュリンクフィルムに関しては、販売方法の

工夫によっては削減考慮の余地がある。 

⚫ 容器包装材の削減は、コスト削減の取組として実施されてきた。最初は品質

上の不具合が発生する可能性を下げるため余裕のあるスペックで発売し、徐々

に改良するという方法をとることが多い。 

⚫ これまでの削減効果について業界としては数社（カバー率 50％以上算出）の

集計値を、事例とともにプラ推進協に報告している。個別の企業で発表してい

るところもある。ここ数年はプラスチックの問題が浮上しているので、企業によって

は、目標を設定して取組むところが増えている。 

＜リユース容易性＞ 

⚫ プラスチック容器包装や紙製容器包装は強度や衛生性の面でリユースには適さ

ない。回収の仕組みがつくれたとしても、リユース前提の回収では厳しい管理や

洗浄・殺菌などに大規模な設備投資が必要となると考えられ、コスト面での折り

合いがつかない可能性が高いと思われる。 

⚫ 牛乳びんは牛乳販売店や学校給食など限られたエリアで販売されており、販売

先も特定されていることから回収しリユースすることが可能となっている。 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ 単一素材化について、現在紙とプラスチックが使われている複合品をプラスチック

のみにすることは可能だが、プラスチックの使用量が増えることを許容するのか、

整理が必要である。紙ラベルを容器包装への印刷にすることやプラスチックラベル

にすることなどについては検討の余地があるがリサイクル適性とのトレードオフを考

慮する必要がある。 

⚫ 単一樹脂化について、現状では多層・複合プラスチックを利用することで内容物

の保護機能を向上させ賞味期限の延長を図っている。モノマテリアル化を実施

した場合、プラ使用量の増加や賞味期限の大幅短縮につながる可能性があ

り、トレードオフについて整理が必要。 

⚫ プラスチック容器包装に製品を充填してから、メーカーでラベルを貼り付けるもの

については、接着剤で剥離しやすいようにリサイクルを考えた工夫が施されてい

る。 
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⚫ PVC は使用していない。 

＜代替素材＞ 

⚫ プラから紙への変更は各社検討しているが、液体を充填するという製品の性質

上、紙とプラスチックの複合材にすることは避けられない。リサイクル適性を考慮

する上でプラ・紙複合材への代替が適切なのか、検討が必要。変更には設備

投資も必要で、容器単体の価格も上がる。 

⚫ バイオマスプラスチックについて、入手がしやすくなり、コストを許容できれば代替

可能であると認識している。消費者に認知が広がり、バイオマスプラスチック容器

の製品が優先的に購入される環境が整えば移行を進めやすい。 

⚫ 生分解性プラスチックについては、散乱が想定される農業用や漁業用に有効で

あるが、乳製品をはじめとする製品の容器包装はリサイクルループの中で循環さ

せることを基本とすべきである。生分解性プラスチックの混入が従来プラスチックの

リサイクルを阻害しないよう、分別の徹底や処理上の工夫が必要である。また、

食品に直接触れる部分については、衛生の観点での規制もあり、使用には慎

重にならざるを得ない。 

⚫ 再生材について、ポジティブリストをはじめとして食品容器には厳しい規制があ

り、技術的な検証が必要である。ケミカルリサイクルなどの高度なリサイクル技術

により、現在使用しているプラスチックと同等の安全性が担保されれば利用でき

る可能性はある。 

⚫ 製品の輸送に使用するクレートをプラスチックから段ボールに変えるなどが行われ

ている。 

＜その他＞ 

⚫ 分別回収については、自治体により回収区分が異なるため、自治体の指示に

従い適切に処分するようお願いすること以上の対応は難しい。 

⚫ 自主回収について、容器の種類が多様だが、基準に従った一定範囲の容器を

ある程度まとめて回収できるのであれば対応可能となる可能性はある。個別品

目ごとの収集だと収集区分が増えて、消費者が混乱する。現行、牛乳パックに

ついて回収を実施している例があるが、自治体からは少ししか量が集まらないと

コストがかかってしまうと言われている。 

⚫ 最近はスプーンも紙のものが多くなり、自宅のスプーンで食べるので自主回収の

対象にはならない。飲料用紙製容器に付属するストローは、1 本に使われてい

るプラスチック量が少ないので、ストローだけである程度の量を集めてリサイクルす

るというのはコスト的に難しいだろう。ストローのない、飲み口により直接飲用でき

る紙製容器も出始めているがプラの使用量は増加する。 
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大きい。投票の結果、ISO 化は進めることになった。包装全体にかかる影響が

大きいので、慎重に進める必要があると認識している。 

⚫ エコデザイン評価では、多様な環境側面をどのように重みづけするかが最も難し

いところである。ただ前向きに捉えれば、できるところからやるという意味で重要か

もしれない。 

会員企業における

環境配慮設計の

取組 

⚫ 数年前からプラスチックが肩身の狭い存在になっている。日本は複層材で内容

物を保護する高い技術がある。これはシェルフライフの延長、食品ロスの低減と

相まって持続可能な社会構築に有効な素材である。LCA 手法を用いて正しく

評価し、理解を求める必要がある。 

⚫ ケミカルリサイクルはヨーロッパで盛んに研究されている。ナフサからつくる場合と、

プラスチックをナフサに近い状態に戻してリサイクルする場合とを比べたときに、ケミ

カルリサイクルが本当に成り立つのか。エネルギー、水資源なども含め、総合的な

評価が必要であると感じている。 

⚫ バイオマスプラスチックは、原料が非食料であっても、200 万ｔを超える大量の

原料調達に当たっては、必要な水の消費も意識せざるを得ない。 

⚫ 生分解性プラスチックについては、汎用プラスチックとは分けてリサイクルする必要

がある。分別排出させるのか、混ざったものを集めて自治体や再生事業者が分

別する仕組みにするのか、明確にして対応を今から考える必要がある。 

⚫ リサイクルし易い設計として、プラスチック多層フィルムを分離剥離（デラミネーシ

ョン）するという提案がある。ある一定の条件下でのみデラミネーションが起きる

ような設計を意味するが、意図しないデラミネーションが起きないように相当な技

術力が必要と思われる将来技術である。意図しないデラミネーションでは、強度

が落ちる、印刷がうまくいかない、熱がうまく伝わらない等の問題が発生する。 

⚫ LCA の専門家は、焼却処理する際の熱回収効率が悪いことを指摘している。

エネルギー的には石化燃料と同じエネルギーを持っているはずだが、発電をする

場合の熱効率は 10%程度である。それをあと 10%引き上げられれば良いが、

その１つの方策が大型化である。地方自治体ごとに焼却炉を持っているので、

小型である上つけたり消したりを繰り返している。それを、365 日 24 時間稼働

で大型化すれば、効率が上がる。 

⚫ 容リプラの再生材に関しては、現状複層材の中間層（所謂あんこ部分）に使

わざるを得ない。ケミカルリサイクルであれば、バージンと遜色ないものができる。 

⚫ PET ボトルリサイクルについて ISO 化の動きがある。プラスチックのソースとリサイ

クル PET 使用率により等級分けして、日本のボトル to ボトル PET が最高級

の付加価値となる提案。日本が提案し、コンビナーをつとめる WG で検討が始

まる。 
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⚫ なお、（ボリュームゾーンを構成する）ST マークを取得している玩具の商品点

数は、年間 1万 5千～1万 8千点である。 

⚫ 日本の玩具メーカーは、自社工場を持つのではなく、香港・中国資本の工場に

生産を委託することが一般的である。 

⚫ 現地工場は、玩具の原料の多くを現地（中国等）で調達している。日本から

原料を現地（工場）に送ることはほとんどない。 

⚫ 玩具はグローバルに販売されている商品も多く（バービー人形、レゴブロックな

ど）、これらの商品は日本でも広く販売されている。 

組織としての取組 ⚫ 世界的に、玩具安全は厳しく規制されている。 

⚫ 世界共通の厳しい玩具安全規制・規格があり、（プラスチックとの関係では）

「物理的安全」と「化学的安全」が重要である。 

⚫ 「物理的安全」は子どもの怪我や誤飲を防止するための基準、「化学的安全」

は子どもの健康被害を防止するための基準が設けられている。 

⚫ 玩具の「化学的安全」に関し、日本では、６才未満対象の玩具について食品

衛生法の規制が設けられている。（プラスチックでのフタル酸や重金属などの使

用を規制している。） 

⚫ 特に、プラスチックを柔らかくするための可塑剤について、6 種類のフタル酸の玩

具への使用が禁止されている。（許容される含有量は「0.1％以下」と厳し

い。） 

⚫ しかし、これら 6 種のフタル酸は、ソファ・テーブルクロス・壁紙クロスや生活用品

（PVC 製）に普通に使われており、その含有量も 20％、30％といったものも

ある。リサイクルされたプラスチック素材にこれら規制フタル酸の混入が懸念される

が、再生プラスチックについて 0.1％レベルでのフタル酸の品質管理は、現状で

は困難と理解している。 

⚫ 加えて、玩具の PVC等には重金属（鉛・ヒ素・カドミウム）の規制もある。 

⚫ これは世界的にも同様の状況であり、玩具素材は、基本、バージン・プラスチッ

クを使用している。 

⚫ 玩具は、「物理的安全」に関し、怪我や誤飲の恐れのある小部品の分離を防

ぐため、一定の耐久性等が要求されている。 

⚫ 日本では、「物理的安全」に関し、（一社）日本玩具協会の玩具安全基準

（ST基準）がある。ST基準は、海外の主な玩具安全規格と同じような内容

になっている。 

⚫ また、ST 基準を基に、認証制度として ST マーク制度を実施している。検査機

関の検査で ST 基準適合判定を受けた玩具は、ST マークを付けて販売するこ

とができる。 

会員企業における

環境配慮設計の

取組 

⚫ 日本の玩具メーカーは、環境意識の高まりを踏まえ、可能な商品については、

できる限り「環境配慮」を行うよう努めてきている。 

⚫ （参考）玩具での環境配慮の例 
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➢ 使用するプラスチックの減量、省電力（LED使用）、電池の不使用、製

品の長寿命化（専用交換部品の提供）、廃棄量削減（商品パッケー

ジの一部を遊びに利用）など 

玩具でのプラスチッ

ク循環対策を進め

る上での課題 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ 玩具には、金属・電子機器・ボタン電池・小型強力磁石などが組み込まれてい

る。 

⚫ これら部品が分離し子どもが誤飲しないよう、超音波溶着・一体成形などを施

すことで、プラスチックと固く結合させているものも多い。 

⚫ 小型強力磁石（ネオジム磁石等）は、玩具本体から分離・放出しないよう内

蔵している。 

⚫ ボタン電池は、子どもがボタン電池を誤飲し、消化管損傷事故が多発した。消

費者庁・東京都から、ボタン電池が製品から容易に外れない構造にするように

との要請が出ている。発光する小さな玩具にはボタン電池が埋め込まれている

ものがある。 

＜リサイクル阻害素材の不使用＞ 

⚫ 玩具のプラスチック素材は PVC からスタートした。（ソフトビニール人形（ソフビ

人形）など） 

⚫ そこに新たな性能・機能を追加するために、他のプラスチック素材を使うようにな

ってきた。今は多くの種類のプラスチックを使用しているが、現在も、多くの玩具で

PVC が使われている。 

＜プラスチック材質ごとの分別容易性＞ 

⚫ 玩具は、先端部の危険防止のために軟質素材（PVC など）、物理的な安全

確保のために剛性のある素材（ABS や PC）、ギア・関節などの駆動箇所の

性能のために POM（ポリオキシメチレン、耐摩耗性に優れる）などを使ってお

り、単一素材で安全性・性能を満たすのは困難である。 

⚫ 例えば、人形はプラスチックで作られているが、その材質は均一ではない。 

⚫ 人形の腕や足は、表面は柔らかい塩化ビニル（PVC）を使うが、内部は別の

硬い材質のプラスチック・金属を使い、関節部は耐摩耗性があるプラスチック

（POM）を使っている。また、人形の髪は髪用のプラスチック素材（塩化ビニリ

デン）、頭部の素材は PVC であり、髪は引っ張っても抜けないようしっかり植毛

している。 

⚫ 消費者が、これらを、材質ごとに分離することは難しい。 

＜代替素材＞ 

⚫ 生分解性・バイオマスプラスチックであることを売りにしている玩具もあるが、数は

少ない。（耐久性・強度に問題がある。） 

⚫ 再生プラスチックは、規制フタル酸エステル 0.1％含有していると、食品衛生法

に抵触することから、玩具に使えない。（ソファ・テーブルクロス・壁紙クロスなどは

PVC製が多く、可塑剤（規制フタル酸）を 20％、30％といったレベルで使用

している。） 

⚫ 玩具からのものであっても、様々な玩具から集めた再生プラスチックは、それを玩

具に使用することは難しい。 
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⚫ 会員全体では年間 1万ｔ程度の網を製造している。量比では漁網が 75％、

金額では 80%を占める。漁網減少の挽回策として、陸上用の網も製造してい

るが、比率としては 3 分 1 より少ない程度である。陸上用の中では、建築用の

落下防止用ネット（安全ネット）の製造量が多く、ビルの建設現場や地下鉄

改装工事の天井部のネットなどに使われており、汎用性は高い。 

⚫ 結節の有無により 2 種類の網が存在する。結節は糸の使用量に関わる。漁法

により向き不向きがあるので一概には言えないが、使用量を減らすため、最近で

は結節のないものが多くなっている。使用量削減は、環境配慮設計と漁業のコ

ストダウンの両方につながる。 

⚫ 素材について、当初はナイロンが多く用いられていたが、現在最も多いのはポリエ

ステル（テトロン）である。割合としては、ポリエステルが 4割、ナイロン 2割、そ

の他ポリエチレン、クレモナ等である。一部網を染色する場合もあるが、基本的

には原糸の段階で色がついている。国内の大手繊維メーカー数社が製造した

糸を使用する場合が多い。 

⚫ 素材によって、漁網の性能が異なる。最も異なるのは比重であり、海中で早く

沈んだほうがいい網、浮いたほうがよい網があるので、強度なども考慮して使用

する素材が決まる。一部、潮流の影響（吹かれ）から、網なり（容積等）を

維持するために鉛を糸に撚っているものもある。鉛のリサイクルについては、絶対

量は少ないがメーカーと協議している。 

⚫ 最近では、網だけではなく、漁具の仕立完成品や修理・メンテナンスを請け負う

事業者もある。新規ビジネスとして取り込みながら、漁具の延命、リユース等に

も繋げている。（漁業者がやらなくなったこともある） 

組織としての取組 ⚫ 農林水産省の管轄でプラスチック資源循環アクション宣言を出しており、使用

済ナイロン製漁網のリサイクルに着手したことを公表している。 

⚫ 環境配慮設計の取組が業界全体に既に普及しており、特に組合としてガイドラ

インを作成する等の対応はとっていない。 

⚫ 会員企業の先進事例としては、素材メーカーの新素材を活用した漁網開発な

どがある。（耐久性、耐摩耗性、作業効率の改善、網や漁労機器に係る負

担を小さくなど） 

会員企業における

環境配慮設計の

取組 

＜リデュース＞ 

⚫ 網の値段は重量で決まるので、漁業者の経営改善の一環でリデュースに取組

んできた。また、目合規制（小魚防止）の場合もある。 

⚫ 網の重量減らすためには糸の太さを細くする、目合（ひし形の直径）を大きく

する、結節をなくすなどの方法がある。軽量化は船や漁労機器の省エネ、乗組

員の不足・高齢化に対応した作業軽減（省人・省力）につながる。船の甲板

に積むので、軽い方が船の安定性もよくなる。 

⚫ 巻き網（巾着）漁業は、魚群に対して網を巻き、沈んだら下部を絞って閉じる

漁法であり、最も大きい網を使用する。大きさは、長さ 2250ｍ×深さ 400ｍ

程度であり、金額は数億円となる。素材はテトロン（ポリエステル）を使う場合

が多い。沿岸用の小さいサイズの網でも、長さ 500ｍ×深さ 200m程度はあ
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る。 

⚫ 定置網漁業の場合、海底・海流などを調査し、海岸に網を張り、水揚げを行

う。こちらも数百ｍの長さや囲い網があり、規模により金額は数千万円から億

単位となる。 

⚫ 底引き網漁業の場合、ポリエチレンを用いる。ポリエチレンは、比重が 1以下で

浮く性質があり、浮子、沈子、拡張板を使い、海中でタモ網のオバケみたいなも

のを広げ、船で引っ張って魚を捕る。 

⚫ 刺し網の場合、サケ、マスをはじめ様々な魚・貝類などを引っ掛けたり、絡ませて

捕る。海面や海底に設置する。 

⚫ 沿岸でやっている個人の漁業者なら数十万の漁具もあるが、漁船漁業ならば、

使っている網や漁具は相当の金額になる。 

＜リユース容易性＞ 

⚫ 漁網は耐用年数 3年の固定資産であり、使い捨てではなく、漁業者が壊れた

部分、劣化した部分を取り換えながら大切に使用している。実際には、5-10

年使うことが多く、中には 20年位使うこともある。 

⚫ 修繕・メンテナンスは、漁業者が行うものだが、大きい漁具の場合には、メーカー

が実施することがある。新品がなかなか売れない分、メーカーは修繕・メンテナン

ス事業を取り込んでいるところもある。 

⚫ 漁港には漁網の修理仕立会社や販売店もあり、漁業者はそこに修繕を依頼

することもある。 

⚫ 高機能繊維で、強度を高めて使用年数を延ばすことも実施している。値段が

高いため網全体には使えず、重要な箇所に使用している。 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ 漁法によって同じ素材の漁網が使われることが多く、その縫い合わせには固縛を

高めるため、他の素材の仕立糸（混撚糸）を使う。この仕立糸を取り外すに

は手間・コストが掛かり、外さないままリサイクルするとこれが異物となり再生品の

質を低下させ、価格・活用を難しくする。 

⚫ リサイクル阻害素材について、網には、PVC は使用していない。 

⚫ リサイクルの取組として、使用済みのナイロン製漁網のリサイクルに着手して、こ

れまでに 200ｔ程度リサイクルされた。 

⚫ リサイクル材を漁網用の糸に水平リサイクルすることは難しく、現在はカスケードリ

サイクル（自動車やアパレル向け）されている。 

⚫ なお、ポリエステルはバージンの値段もさほど高くなく、再生品の値段も低い。リサ

イクルの費用が持ち出しになってしまうので、リサイクルのインセンティブが湧きづら

い。 

＜代替素材＞ 

⚫ バイオマスプラスチックについては、高価な素材過ぎて、試作品を作った、とか研

究を始めた企業があるという話は聞いていない。 

⚫ 生分解性プラスチックで試作の網を作り、海水中の分解状況を確認している企

業はあるが、比重や強度、分解時期など未知数が多く、まだまだ実用化の段

階に至っていない。会員企業がカキ養殖用パイプの実証実験は行っている。 
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＜リユース容易性＞ 

⚫ プラスチック日用品は、消費者が店頭で購入し、家庭内で何回も継続的に使

用される（リユースされている）ものであり、消費者の使用方法までは管理する

ことが困難であり、人によっては何十年と使用されるケースも多い。プラスチック日

用品は、安全性、衛生性の観点、から一定期間で交換することが望ましいと考

えている。 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ プラスチック日用品は、基本的には PPなどの製品が多い（単一素材）。 

⚫ しかし、樹脂の中に添加剤、色材等を混ぜて製造してるため、製造各社の混

合比率が違う。 

⚫ また、本体が PP で、フタの部分は違う樹脂原料という製品もある。 

⚫ パレットのように強度が必要な製品は、リサイクル原料は使えない。 

⚫ ただし、何度も使わないということであれば、リサイクル材のパレットで代用してい

るケースもある。用途により、樹脂を選んでいる。     

⚫ 基本プラスチック以外の素材が使用されることはあまりないが、弁当箱などは本

体が PP、蓋や留め金に金属を使用している場合は数多くある。 

⚫ プラスチックの利点である「衛生性」は、最も重視されるため取扱や加工が複雑

にならないように配慮されている。 

＜代替素材＞ 

⚫ バイオ由来プラスチックについては、販売先の意向に応じ使用している。 

⚫ 生分解性プラスチックについては、製品で使っている場合もあるが、製品の耐久

性に支障がある懸念がある。またコストが高いため多量に生産しないと難しい。 

⚫ 再生材は、強度、発色、価格等に課題がある。値段が高いので消費者にも受

け入れられない。価格化が高く、発色が悪い再生材のプラスチック製品を購入

する消費者はごくわずかであり、経営が成り立たない。支障なく使用できている

のは、ハンガー、車庫の段差プレート、ベンチ、パレット等である。パレットは強度

が必要なのでワンウェイ利用のパレットもある。従って、強度が必要なパレットは

バージン材を使用して製造している。 

⚫ 回収・リサイクルに関して、PP のみを回収・リサイクルする場合、製造メーカーが

異なると、加えている添加剤、添加量等が各メーカーで異なるため、再生材とし

て利用することが困難である。また、同じ素材の製品を回収できても、メーカー

別に分けることは難しい。よって、再生材で製造できる製品は限られてくる。この

ことを消費者に知らせることも重要である。 

⚫ なお、会員企業では、学校給食、介護、病院の食器などの硬化性プラスチック

製品も製造しているが、その場合には同一メーカーの製品が大量に同じタイミン

グで排出され、一括回収ができるためリサイクルがしやすい。 

＜その他＞ 

⚫ プラスチック日用品に関する廃棄ルールは自治体により異なるため、全国統一
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取組 較して重量が半減している。素材を少なくし、パッケージの大きさを小さくし、全

体の重量を削減している、各社が CSR・SDGs に関する取組として現状を開

示している。今後はこれまでの削減率からは鈍化すると思われる。 

＜リユース容易性＞ 

⚫ 衛生商品なので、リサイクル処理しない限り難しい。 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ 単一素材化に関しては衛生製品を製造する上では困難である。機能性と価

格との連動を考えなければならない。 

⚫ リサイクルを目指した商品設計として、天然素材（パルプ、コットン）との組み

合わせが増えると予想している。 

⚫ リサイクルを阻害する素材（PVC など）は使用していない。 

⚫ リサイクルに関し、おむつを紙おむつ以外にリサイクルすることが開始されている。

今後はおむつをおむつに戻すことが重要と考えている。 

⚫ おむつの回収については、環境省が 4 月に公表した紙おむつのガイドライン「使

用済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン」に事例が掲載されている。特

定自治体にて、リサイクルボックスで市民から使用後のおむつを回収している。

課題としては、おむつだけを排出してもらうことである。 

⚫ リサイクルにおいて重視しているのは衛生性、安全性である。リサイクル技術は

全て業界で展開できるように公開してきたので、安全性の項目が JIS 規格とし

て確定する予定なので、あとは回収の課題のみである。 

＜代替素材＞ 

⚫ バイオ由来プラスチックと生分解性プラスチックについては、業界としてこれから検

討していく予定。一部検討してきた企業もあるが、なかなか実現は難しく大規

模な導入事例はないと認識している。コストと供給量が課題となる。 

⚫ 再生材プラスチックの利用に関しては、マテリアルリサイクルの規格ができれば、

衛生用品にも転用していけると考えている。原料の由来が不明だと、衛生用品

には使えない。衛生用品に使用可能な素材で作られている衛生用品からリサ

イクルする方が確実である。 

⚫ プラスチック以外の素材に関して、検討対象は天然素材（パルプ・コットン）で

ある。パルプとコットンは機能と使用部分が異なる。 

⚫ 天然素材を利用する場合にもリサイクルしないと意味がないので、リサイクルを目

指すことになる。 

＜その他＞ 

⚫ 分別回収とリサイクルは、住民の意識と町の理解により可能になる。リサイクルし

た方が町の運営費も削減でき、環境にも良い。 

⚫ おむつリサイクルに関する周知について、性質としてはリサイクルできるが、自治体

によりリサイクルの実施可能性が変わるため、その旨をパッケージに記載すること

はできない。 
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するが、その際のフィルムは２～3回程度使いまわすことがある。 

＜リサイクル容易性＞ 

⚫ 農ビは塩素を含みリサイクル処理が難しい。全国的にリサイクル原料に処理でき

る施設が限られている。 

⚫ 近年は農 PO が増加している。農ビは、全盛期の８割が 4程度まで使用量が

落ちてきている。トータル面積では農 PO が農ビと同程度まで増えてきている状

況である。ただし、農 POは複合材である。海外の場合、PE の単一素材で製

造しているフィルムもある。 

⚫ どちらを選択するかは農家の判断に依存しているため、今後農ビが減少するとは

限らない。 

⚫ 農ビや農 PO について、リサイクル処理に出す際の洗浄が大きな課題である。マ

ルチ系は土壌に接する面が多く、重量を量ると 2～3割程度が土壌である。重

量が多い分、処理費も高く払うことになる上、リサイクル処理の阻害原因にな

る。人的労力をかけて土壌をフィルムから除去する必要がある。 

⚫ 農業用ネットには、アルミや金属テープが織り込んである場合もあるので、リサイ

クルが難しい状況である。機能としては金属が付属することで便利な製品となっ

ている 

＜代替素材＞ 

⚫ バイオ由来プラスチックについて、使用しているメーカーもあると聞いている。普及

率はあまり高くない。生分解性と価格があまり変わらない状況のため、機能面で

生分解性プラスチックが選ばれている。 

⚫ 生分解性プラスチックのマルチは、マルチを土壌にすき込むことが可能である。農

ビのマルチに比べ 3～4倍程度価格が高くなるが、マルチを剥ぐ労力と支払う処

理費を入れれば、同程度の費用負担になるかもしれないと業界では考えられて

いる。通常の農ビのマルチの場合には、剥ぎとった後、洗浄を行い、まとめて集

積所へ持っていき、協議会で契約している業者で重量を計測し、処理費を払っ

て処理してもらう必要がある。汚れているほど費用は高く、また、汚れているほど

重量も重くなり、処理費の負担が重くなる。 

⚫ 生分解性プラスチックに大きなメリットがある一方でなかなか普及していない背景

には、販売価格によって農家が購入判断をしてしまうことが挙げられる。法人農

家では生分解性プラスチックが普及し始めている。正確なデータはないが、生分

解性プラスチックの使用率は 10％前後と推察される。 

⚫ 再生材プラスチックについては一部の地域で使われていると聞いたが、あまり普

及していない。日本では品質・価格の関係で製造がされていない模様である。 

⚫ 一部では紙マルチが使用されているが、機能性の観点から普及していない。 

＜その他＞ 

⚫ 協会では、各農家に農業資材を適正処理してもらうための PR活動をしてい

る。具体的には協議会の定期大会などで啓蒙活動をしている。 

⚫ 土壌の洗浄と分別排出が一番の課題と認識している。分別をしないとリサイク

ルもうまくいかない。 
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必要があり、常温保存の食品よりも確保しなければならない機能が多いことが把握できた。

また、個別包装は容器包装の量を増加させるものの、単身者が手に取る商品等においては食

品ロスを低減する効果があるとの指摘もあった。 

洗剤やシャンプー、化粧品では、詰め替え商品の販売により、容器包装の全体量を削減す

る取組が進んでいることが明らかとなった。このような取組は海外での導入事例は少なく、

世界に対しても PR できる取組であると考えられる。 

一方で、医薬品の容器包装では、高齢者を対象として、薬を出しやすい容器包装にすると、

子どもも誤って出しやすくなるため、子どもを守る方を重視すれば、容器包装の厚肉化も起

こりうるとの指摘もあった。 

 リユース容易性 

リユース容易性については、継続的に使用することが想定されるプラスチック製品・容器

包装において配慮されている場合が多い。 

1回使用を想定している食品用や医薬品のプラスチック容器包装においては、衛生性の観

点においてリユースは困難であるとの指摘があった。 

プラスチック製品については、文具や、オフィス家具においてリユース容易性への配慮が

なされていた。具体例として、文具では、修正テープ、テープ糊、マーキングペン、ボール

ペンなどについて、詰め替え製品が販売されている。オフィス家具においては、近年部品を

交換可能なユニット設計が進められており、洗浄や部品交換等のメンテナンスに対応して

いる事業者も存在した。 

また、漁網は、５～10 年程度使用し、修繕・メンテナンスサービスを行うメーカーも現

れており、20 年近く利用する場合もあることがわかった。その他、プラスチック容器包装

については、シャンプーのボトル等、複数回長期間にわたって使用可能なものについては、

詰め替え・付け替えが推進されており、リユース容易性に配慮されていた。 

 リサイクル容易性 

リサイクル容易性を高める具体的な方法としては、単一素材化、単一樹脂化、分離・解体

容易性が挙げられる。 

プラスチック製品においては素材における配慮や複合素材の回避等の取組が見られた。

オフィス家具業界においては、従来生産性向上のために用いられていた二色成形、三色成形

等の射出成型技法が、リサイクルを阻害することから、現在は使用されなくなっていた。ま

た従来はデスクやテーブルに使用されていた PVC も現在は ABS に代替されているとのこ

とだった。 

他方で、安全性の観点から、分解しやすくできない製品もあることがわかった。例えば、

文具のうち、小さな部品やハサミ・カッターなどは安全性の観点から敢えて分離できないよ

うにしている。また、玩具のうち、ボタン電池が内蔵されているものについては、子どもが

ボタン電池を誤飲し、消化管損傷事故が生じないように、消費者庁から、ボタン電池が製品

から容易に外れない構造にするようにとの要請が出ている。 

プラスチック容器包装においてはリデュースや機能性とのバランスからリサイクル容易

な設計の推進が困難なものも多くあることが明らかになった。例えば、食品用の容器包装に
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おいては複合材がリサイクルの阻害要因になっているが、複合材はリデュース効果を高め

るという側面もある。また、化粧品においてパウチのアルミ蒸着がリサイクルの阻害要因に

なっているが、遮蔽性・軽量化・紫外線防御などの観点で、その代替は容易ではないことが

わかった。さらに、ボトルにおいてポンプと本体で同じ樹脂を使用することも現在の技術で

は困難であるとの指摘があった。 

また、分離・解体容易性については、製品の製造・販売・使用中に分離・解体が生じると、

強度の低下や、印刷不良、熱伝導機能の低下などが生じるため、コントロールが難しいとの

指摘があった。 

 代替素材の活用 

バイオ由来プラスチックについては複数の業界で使用が開始されていたが、コストや供

給量に課題があることが明らかになった。また、食品業界からはバイオ由来プラスチック原

料と食品との競合への懸念の声や、採用した場合の安定供給の確保に対する懸念の声があ

った。 

生分解性プラスチックについては使用している業界は少なかった。生分解性プラスチッ

クは現在のリサイクルシステムに混入するとリサイクルを阻害する恐れがあることや、流

出のリスクが低い製品に活用するメリットがないことに対する指摘がなされた。一方、施設

園芸協会においては農業用マルチを生分解性プラスチックに代替し、畑にすき込むことが

できる製品が多用されていることが明らかになった。 

再生材（リサイクルプラスチック）については使用されている樹脂と用途が限られた。化

粧品業界においては、PET については品質と量の観点で使用可能な水準にあると判断され

ていたが、その他の再生樹脂の使用にはまだ課題があるとの声が聞かれた。 

食品業界においては、食品衛生法のポジティブリストにない素材については使用が不可

能であることから、容器包装に再生材を使用することは困難であることが明らかになった。

また、玩具業界においても、食品衛生法に則した安全性管理が行われており、規制フタル酸

エステルを 0.1％含有している場合、食品衛生法に抵触することから、規制フタル酸の含有

量が規定値以下であることが立証できない再生材は利用できないとの指摘があった。 

また、日用品業界からは、例えば、単一樹脂として PP のみを回収・リサイクルする場合

でも、由来となる製品のメーカーが異なると添加剤が異なるため、再生材として利用できる

製品が限られてくるとの指摘があった。 

3）定量的な評価方法の実現可能性の検討 

以上の取組事項について、環境負荷を低減する定量的な評価方法としては、表 1-5 に示

すような選択肢があると考えられる。 

しかし、表中の解説に記載したように、その評価に適していない製品や容器包装もあるた

め、全ての業界や製品に適用できるものではないことに留意が必要である。 
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図 1-1 一般廃棄物のプラスチックにおけるリデュースすべきワンウェイプラスチック 

出所）一般社団法人プラスチック循環利用協会ウェブサイト、プラスチック製品の生産・廃棄・再資源

化・処理処分の状況、2019 年 12 月（一般系廃棄物（429 万ｔ）の分野別内訳）、https://www.pwmi.

or.jp/pdf/panf2.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 1 日） 

環境省ウェブサイト、海洋ごみをめぐる最近の動向、平成 30 年 9 月、http://www.env.go.jp/water/mar

irne_litter/conf/02_02doukou.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 1 日） 

を参考に作成。各カテゴリ中の代表製品は、三菱総合研究所の推察に基づく。 

 

 

図 1-2 産業廃棄物のプラスチックにおけるリデュースすべきワンウェイプラスチック 

出所）一般社団法人 プラスチック循環利用協会ウェブサイト、プラスチック製品の生産・廃棄・再資源
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化・処理処分の状況、2019 年 12 月（樹脂製品消費量（1,029 万 t）の分野別内訳）、https://www.pw

mi.or.jp/pdf/panf2.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 1 日） 

環境省、海洋ごみをめぐる最近の動向、平成 30 年 9 月、http://www.env.go.jp/water/marirne_litter/conf

/02_02doukou.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 1 日） 

を参考に作成。各カテゴリ中の代表製品は、三菱総合研究所の推察に基づく。 

 

 

図 1-3 プラスチック廃棄物全般におけるリデュースすべきワンウェイプラスチック  

出所）一般社団法人 プラスチック循環利用協会ウェブサイト、プラスチック製品の生産・廃棄・再資源

化・処理処分の状況、2019 年 12 月（樹脂製品消費量（1,029 万ｔ）の分野別内訳）、https://www.p

wmi.or.jp/pdf/panf2.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 1 日） 

環境省、海洋ごみをめぐる最近の動向、平成 30 年 9 月、http://www.env.go.jp/water/marirne_litter/conf

/02_02doukou.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 1 日） 

を参考に作成。各カテゴリ中の代表製品は、三菱総合研究所の推察に基づく。 
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2.1.2 調査結果 

(1) 事業者から排出される廃プラスチックの取扱状況 

1）廃プラスチックの調達 

⚫ 本調査でヒアリング調査を実施したリサイクル事業者の廃プラスチックの調達状況

を確認すると、「基本的に廃プラスチックを有価で購入している」もしくは「基本的

に廃プラスチックを逆有償で引き取っている」事業者のいずれかが多かった。 

⚫ 廃プラスチックを有価で購入している事業者の調達状況 

✓ 産業廃棄物の収集運搬は処理の許可を持っていても、産業廃棄物として処理費

を払ってもらって逆有償で引き取ることは全くしていない、もしくはほとんど

していないケースが多かった。 

✓ これらの事業者は、自動車部品やプラスチック利用製品・容器包装の工場などか

ら排出される不良品や端材、使用済みの物流資材（コンテナ、パレット、ケース）

などを調達している。 

✓ また、基本的に、同じ品目や形状のものがまとめて排出されたものを引き取って

いることが多く、汚れが付着していたり、他の素材や廃棄物と混合しているよう

な廃プラスチックは取り扱っていない。 

⚫ 廃プラスチックを逆有償で引き取っている事業者の調達状況 

✓ 工場排出の廃プラスチックや使用済みの物流資材も引き取っているが、他に、建

設・建築資材、農業資材、小売業などから廃プラスチックなども引き取っていた。

逆有償での引取の割合が多い事業者には、産業廃棄物の収集運搬事業者から持

ち込まれた廃プラスチックを受け入れているケースもあった。 

✓ 複合プラスチックや他素材が混合した廃プラスチックなどを取り扱っており、

単一素材の廃プラスチックなどについては有償で引き取っている。 

2）廃プラスチックの処理・リサイクル工程 

⚫ 調査対象リサイクル事業者の廃プラスチックの処理・リサイクル工程は、主に、破砕、

洗浄、選別（比重選別、風力選別）、ペレット化、成形であった。 

⚫ 廃プラスチックを有価で購入している事業者の中には、洗浄工程を入れていない事

業者もあった。これは、洗浄工程が必要ない廃プラスチック、または洗浄された廃プ

ラスチックの粉砕品などを調達しているためである。 

⚫ 選別工程で主要な技術は比重選別であり、事業者から排出された廃プラスチックの

処理・リサイクル工程で光学選別機を導入している事業者はほとんどいなかった。 

⚫ 各リサイクル事業者の処理の特徴としては、以下のような点が挙げられた。 

✓ 自社の製品は、100%リサイクル材由来である。 

✓ バージン材も取扱い、リサイクル材と混合させることで、顧客ニーズに合った製

品を製造している。 

✓ 他社よりも分離選別技術や成形技術のレベルが高い。 
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✓ 処理工程の機械のメーカーでもある。 

✓ 排出元である顧客から回収した廃プラスチックを製品化して、排出元に戻す取

組を実施している。 

3）再生プラスチックの用途 

⚫ 廃プラスチックを有価で購入している事業者の場合 

✓ 購入した廃プラスチックからペレットもしくはその他の成形品を製造して販売

する、マテリアルリサイクルを実施している。 

✓ ペレットとして販売している場合の用途としては、自動車部品、建設・建築資材、

文具などが挙げられた。 

✓ ペレット以外の成形品としては、パレットやタンクなどの流通資材、建設・建築

資材、擬木などの園芸資材が挙げられた。 

⚫ 廃プラスチックを逆有償で引き取っている事業者の場合 

✓ 引き取った廃プラスチックから RPF やフラフを製造して、セメント会社、製紙

会社などに販売するサーマルリサイクルを中心に実施している。 

✓ 一部の廃プラスチックについては粉砕品やペレットを販売するマテリアルリサ

イクルを実施している。 

(2) 事業者から排出されるプラスチック資源の回収・リサイクル 

「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」ではプラスチック資源を排出す

る排出事業者に対して、プラスチック資源の排出抑制や分別・リサイクルの徹底などに取組

むことを促す旨が記載されている。本調査では、事業者から排出されるプラスチック資源の

排出抑制や回収・リサイクルが一層進んだ場合の影響について確認した。 

1）事業者排出のプラスチック資源の排出抑制や回収・リサイクルが進んだ場合の事業環境

への影響 

⚫ 調達する廃プラスチック量の減少 

✓ 排出事業者による廃プラスチックの排出が抑制されると、当然ながら、廃プラス

チックを引き取っているリサイクル事業者としては、調達する原料の減少とい

う影響があるという指摘があった。 

✓ しかし、この点を大きな懸念点として指摘している事業者は少なく、排出される

廃プラスチックの量が急激に減少するとは考えていないものと思われる。 

⚫ 廃プラスチックを有価で購入している事業者の場合 

✓ 排出事業者による分別が進むことで、取り扱う廃プラスチックの量が増えるこ

とが期待できるとしていた。これまでも排出事業者での分別排出の徹底を依頼

してきたというところが多く、望ましい方向性であると考えている事業者が多

かった。 

✓ 廃プラスチックをマテリアルリサイクルしている事業者にとっては、追い風に
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なるが、競合する事業者が増える可能性もあるという指摘はあった。 

⚫ 廃プラスチックを逆有償で引き取っている事業者の場合 

✓ 分別排出が進むことで、逆有償で引き取っている廃プラスチックの取扱量が減

少する可能性があるという指摘があった。 

✓ ただし、実際に現在、産業廃棄物として逆有償で排出されている廃プラスチック

は、複合素材、混合素材、汚れているなどの性状であるため、分別排出しても有

価で売却できるとは限らないので、産業廃棄物処理の事業への影響はそれほど

ないのではないかという意見もあった。 

✓ また、現状においても、焼却処理や埋立処分されている廃プラスチックは一定程

度以上排出されており、排出事業者による分別排出が促進されることで、これら

の廃プラスチックがサーマルリカバリーに向かうことが期待されるという意見

もあった。 

2）事業者排出のプラスチック資源の回収・リサイクルを促進するにあたって検討すべきこ

と 

⚫ プラスチックリサイクルの出口を踏まえた回収方法の検討の必要性 

✓ 廃プラスチックの回収量を増やすことはよいが、廃棄物処理向けの回収と同様

に、回収量を増やすことを追求すると、資源価値の高いプラスチックを取り出し

づらくなるので留意が必要であるという意見があった。廃プラスチックを大量

に集めて、技術を駆使して、資源価値の高いプラスチックを取り出すことは可能

かもしれないが、採算性が合わなくなる可能性が高い。そのため、多様な性状や

形状がある廃プラスチックを一括回収することは、必ずしも効率的なプラスチ

ックリサイクルにつながらない可能性もある。特にマテリアルリサイクルでは、

プラスチック資源の出口戦略も考慮して回収方法を検討する必要があると指摘

された。 

✓ なお、事業者からのプラスチック資源の分別排出が促進されると、これまでプラ

スチックのマテリアルリサイクル事業者が取り扱っていた形状以外のプラスチ

ック資源にもアクセスしやすくなる。しかしながら、現在取り扱っていない形状

や品目のプラスチック資源も取り扱うことは容易ではないという回答も多かっ

た。現在のマテリアルリサイクルの工程は、受け入れるプラスチック資源の形状

や品目に合わせて、必要な設備が設置されており、異なる形状や品目を受け入れ

るためには、新規設備の投入・拡大や設備更新が必要になるためである。例えば、

現在、プラスチック部品等の硬質プラスチックを扱っているマテリアルリサイ

クル事業者がフィルム等の軟質プラスチックも扱うとすると、光学選別機の導

入が必要になる。逆に軟質のプラスチックを扱っているマテリアルリサイクル

事業者が硬質プラスチックも扱うとすると、破砕機の能力向上が必要になる。 

✓ それに加えて、産業廃棄物処理の許可を受けている事業者の場合、設備の変更に

あたっては、行政手続や環境アセスメントなどが必要になり、設備変更を検討し

てから、実際に設備変更に至るまでに一年以上必要になる可能性が高い。このた

め、実際には、取り扱うプラスチックの形状や品目の拡大によるメリット（収益
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の拡大、効率性の向上など）と、設備変更にかかるコスト（費用、時間、手続）

を考慮して判断することになると考えられる。 

⚫ 再生プラスチックの需要拡大の必要性 

✓ 廃プラスチックの回収量が増えても、再生プラスチックの販売先を確保できな

いと、リサイクル事業としては成立しないことから、再生プラスチックの需要拡

大は依然として課題である。そのため、例えば、排出事業者に対して、再生プラ

スチック利用のインセンティブを付与するなどの方策も考えられるという意見

も出された。 

✓ 国内で回収またはマテリアルリサイクルされた再生プラスチックは海外に輸出

されている現状に鑑みると、国内でのマテリアルリサイクルを追求することは

難しいのではないかという指摘があった。分別排出や回収のための施策やイン

フラを整備しても、再生プラスチックの国内需要が拡大しなければ、マテリアル

リサイクルが成立しないという指摘であり、マテリアルリサイクルを実施する

事業者と同じ懸念が提示された。 

⚫ 再生プラスチックの価格への影響 

✓ 複合素材などの廃プラスチックの分別排出が進むと、それらの廃プラスチック

を由来とする比較的安価なペレットが市場に流通するようになることも考えら

れ、その場合には市場の再生プラスチックペレットの価格が下落する可能性も

懸念として示された。 

⚫ 排出事業者への情報共有の有用性 

✓ 排出事業者による分別排出の推進にあたっては、マテリアルリサイクルを実施

する事業者が、どのような性状や状態の廃プラスチックを必要としているのか、

といった情報も共有されると、質の高いリサイクルにつながるという意見が出

された。 

(3) 事業者による自主回収の拡大 

「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」ではプラスチック製容器包装・製

品の製造・販売事業者が連携し、自主回収・リサイクルできる環境を整備する旨が記載され

ている。本調査では、事業者による自主回収が拡大した場合の影響について確認した。 

1）事業者による自主回収が拡大した場合のマテリアルリサイクル事業への影響 

⚫ リサイクル事業の合理化・効率化の可能性 

✓ 一般廃棄物として回収されたプラスチック資源から一定品質以上のペレットを

製造することは難しかったが、自主回収により分別や管理の品質が上がるので

あれば、一定品質以上のペレットを製造することも可能になると期待できる。 

✓ 事業者による自主回収は、回収されるプラスチック資源のトレーサビリティを

確保しやすいというメリットがある。自主回収では、回収対象を限定しやすくな

り、これまでのように回収した廃棄物からリサイクル対象物を選別する必要が

なくなるため、結果としてコストの合理化がしやすくなる。また、回収システム
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も構築しやすくなると考えられる。 

⚫ クローズドリサイクルの構築の推進 

✓ 事業者による自主回収が促進されることで、クローズドリサイクルも構築しや

すくなると期待される。これまでもクローズドリサイクルを希望する製造・販売

事業者はいたが、分別排出の実施を拒否されたり、バージン材よりも安価である

ことを要請されることが多かった。自主回収を実施する事業者が評価されるよ

うになると、クローズドリサイクルを実現するための協力を得やすくなること

が期待される。 

2）プラスチック製容器包装・製品の製造事業者が自主回収に参画することへの期待 

⚫ 高品質なリサイクル事業の実現 

✓ プラスチック製容器包装・製品の製造事業者は、自社製品の物性を最も理解して

おり、製造事業者が参画すると、より高品質なマテリアルリサイクルを実現しや

すくなると考えられる。 

✓ 製造事業者であれば、回収したプラスチック資源から再生されたプラスチック

を自ら利用することが可能であり、マテリアルリサイクルの一層の推進につな

がると期待される。自主回収が拡大すると、製造事業者が、回収したプラスチッ

クの加工（リサイクルによるペレット化）業務を委託するケースも増えてくるの

ではないかと考えられる。 

⚫ リサイクルを考慮した製品設計の促進 

✓ 製造事業者が自主回収に参画すると、リサイクルを考慮した製品設計につなが

ることが期待される。例えば、製品に利用する樹脂の単一化、他素材利用の抑制、

類似した用途・品目のプラスチック製品での利用素材の共通化などの動きにつ

ながる可能性があり、結果としてリサイクルしやすいプラスチック製品の流通

が拡大することが期待される。 
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図 2-1 再商品化事業者落札量の自治体引渡量に対する割合（地域ブロック別） 

出所）日本容器包装リサイクル協会ウェブサイト、令和 2 年度落札結果一覧表＜https://www.jcpra.or.jp/recy

cle/related_data/tabid/1041/index.php#Tab1041 よりダウンロード＞（閲覧日：2021 年 2 月 24 日）、を

元に作成 

  

地域ブロック別に、再商品化事業者落札量の自治体引渡量に対する割合を見ると、北海道

ブロック、東北ブロック、関東ブロック、中部ブロックは再商品化事業者落札量が自治体引

渡量に対して 100%には届かないものの 9 割を超えており、再商品化事業者落札量と自治体

引渡量は地域ブロック内でほぼバランスしていると考えられる。 

一方、近畿ブロック、四国ブロックでは再商品化事業者落札量が自治体引渡量を下回って

いる。近畿ブロックでは再商品化事業者落札量が自治体引渡量に対して 5 割に満たないこ

とから、地域ブロック外の再商品化事業者が、地域ブロック内で発生する容器包装廃棄物の

過半数を受け入れていることがわかる。なお、沖縄ブロックは、再商品化事業者が存在しな

いため、当該地域ブロックの再商品化事業者落札量は 0 である。 

中国ブロック及び九州ブロックでは、再商品化事業者落札量が自治体引渡量を上回って

いる。特に九州ブロックでは再商品化事業者落札量が自治体引渡量の 2 倍以上となってお

り、九州ブロックの再商品化事業者は地域ブロック外の容器包装廃棄物を積極的に受け入

れているものと考えられる。 
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図 2-2 マテリアルリサイクル事業者落札量の自治体引渡量に対する割合 

（地域ブロック別） 

出所）日本容器包装リサイクル協会ウェブサイト、令和 2 年度落札結果一覧表＜https://www.jcpra.or.jp/recy

cle/related_data/tabid/1041/index.php#Tab1041 よりダウンロード＞（閲覧日：2021 年 2 月 24 日）、を

元に作成 

 

マテリアルリサイクルに限定して、地域ブロック別に、再商品化事業者落札量の自治体引

渡量に対する割合を見ると、東北ブロックはマテリアルリサイクル事業者落札量が自治体

引渡量に対して 9 割超であり、マテリアルリサイクル事業者落札量と自治体引渡量は地域

内でほぼバランスしていると考えられる。 

中国ブロックを除くその他の地域ブロックでは、マテリアルリサイクル事業者落札量が

自治体引渡量を下回っている。特にケミカルリサイクル事業者が所在する関東ブロックや

九州ブロックは 4 割程度となっている。なお、沖縄ブロックは、マテリアルリサイクル事業

者が存在しないため、当該地域ブロックのマテリアルリサイクル事業者落札量は 0 である。 

また、中国ブロックはマテリアルリサイクル事業者の落札量が同地域ブロックの自治体

引渡量の総量を上回っており、当該地域ブロックのマテリアルリサイクル事業者は、地域ブ

ロック外の容器包装廃棄物を積極的に受け入れていると考えられる。 
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図 2-3 ケミカルリサイクル事業者落札量の自治体引渡量に対する割合 

（地域ブロック別） 

出所）日本容器包装リサイクル協会ウェブサイト、令和 2 年度落札結果一覧表＜https://www.jcpra.or.jp/recy

cle/related_data/tabid/1041/index.php#Tab1041 よりダウンロード＞（閲覧日：2021 年 2 月 24 日）、を

元に作成 

 

ケミカルリサイクルに限定して、地域ブロック別に、再商品化事業者落札量の自治体引渡

量に対する割合を見ると、北海道ブロック、関東ブロック、中部ブロック、中国ブロックで

は、ケミカルリサイクル事業者落札量が自治体引渡量を下回っている。いずれの地域でも、

ケミカルリサイクル事業者落札量は、地域ブロック内の自治体が排出する容器包装廃棄物

量に対して 4～5 割程度である。なお、東北ブロック、近畿ブロック、四国ブロック、沖縄

ブロックではケミカルリサイクル事業者が存在しないため、当該地域ブロックのケミカル

リサイクル事業者落札量は 0 である。 

九州ブロックでは、ケミカルリサイクル事業者落札量が自治体引渡量を上回っており、自

治体が排出する容器包装廃棄物量に対して 2 倍程度の落札量である。当該地域ブロックの

ケミカルリサイクル事業者は、地域ブロック外の容器包装廃棄物を積極的に受け入れてい

ると考えられる。 
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3.2.2 プラスチック回収・リサイクルに関する課題整理 

本章ではプラスチック回収・リサイクルに関する課題を整理した。まず初めに、現在多く

の事業者が自主的な回収を実施する際に利用している「広域認定制度」の課題について取り

扱った。その後、広域認定制度に限らず、プラスチック回収・リサイクルに関する広範な課

題を取り扱った。 

(1) 広域認定制度の課題 

1）広域認定制度とは 

広域認定制度とは、廃棄物の処理を当該製品の製造事業者等が広域的に行うことにより、

廃棄物の減量や適正な処理が確保されることを目的として、廃棄物処理業に関する法制度

の基本である地方公共団体毎の許可を不要とする特例制度である。 

 

図 3-1 広域認定制度の概念図 

出所）環境省ウェブサイト、https://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/leaflet.pdf（閲覧日：2020 年 6 月 25

日） 

2）広域認定制度の活用状況 

環境省のウェブサイトによれば、一般廃棄物広域認定制度について 52 件（令和３年２月

18 日現在）11、産業廃棄物広域認定制度について 201 件12（令和２年 12 月 24 日現在）が認

定されている。 

本調査でヒアリング調査の対象とした事業者 20 者について、広域認定制度の活用状況は

表 3-9 の通りとなった。なお、広域認定制度を取得していない事業者においては、廃棄物で

はなく有価物として引き取っているケース、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃

棄物処理法」とする）上の商習慣での下取りとして引き取っているケース、専ら物として引

 
11 環境省ウェブサイト、https://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_2 html（閲覧日：2021 年 3 月 17

日） 

12 環境省ウェブサイト、 https://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_1 html（閲覧日：2021 年 3 月 17

日） 
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3.2.3 事業者が求めるプラスチック回収・リサイクルシステム・制度の在り方 

3.2.2 に記載した課題を踏まえ、事業者によるプラスチック回収・リサイクルを促進する

ために必要な要素について、回収・リサイクルの段階別に整理した。整理した内容は、図 3-2

に簡潔にまとめた。以下、それぞれの内容について記述する。 

 

 

 

図 3-2 事業者によるプラスチック回収・リサイクルに必要な要素 
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(1) 回収・リサイクルに取組みやすい法制度の整備 

回収・リサイクルの体制構築段階においては、事業者が回収・リサイクルに取組みやすい

法制度の整備が必要である。ポイントとして挙げられるのは「有価物/廃棄物の判断の容易

性」、「広域的な回収を実施する場合の複数自治体への事前相談の負担の軽減」、「広域認定制

度を利用する場合の申請・変更手続きの負担の軽減」である。以下、事業者の具体的な意見

を述べる。 

⚫ 有価物/廃棄物の判断の容易性 

✓ 有価物と廃棄物の区別が不明確であり、企業が回収しにくい。特定のタグがつい

ているものは民間企業でも回収可能であるなど、分かりやすい仕組みが必要で

ある。 

✓ 個別の製品ごとに、有価物、廃棄物の境目を明確に定義づけできればよい。確実

にリサイクルを実施している場合には、逆有償でも廃棄物処理法の対象から外

すなどの考慮をしてほしい。 

✓ 廃棄物処理法や古物営業法など多くの法律が関係するため、複雑である。関係省

庁・自治体が一体的な仕組みに基づいて事業者を認定する制度があると安心で

きる。 

✓ 事業者のための全国統一の分別回収ルールがあるとよい。 

⚫ 広域的な回収を実施する場合の複数自治体への事前相談の負担の軽減 

✓ 複数の自治体にまたがって広域的な回収を実施する場合、関係する全ての自治

体に説明と許可取得をする必要があり、大変である。関係省庁からガイドライン

等が発表されるとよい。 

⚫ 広域認定制度を利用する場合の申請・変更手続きの負担の軽減 

✓ 広域認定制度は事務処理・書類が多く、実態の管理とは合わない。 

✓ 変更手続きに関して、回収を委託する運送会社のメンテナンスが負担となって

いる。 

多くの事業者から上記の意見が寄せられているように、現在は事業者が自主的なプラス

チックの回収・リサイクルを実施する場合、その法的な妥当性の判断や、自治体への事前相

談、あるいは広域認定制度の申請・変更手続きの負担が事業者の課題となっている。こうし

た課題に対し、2021 年 3 月 9 日に閣議決定された「プラスチックに係る資源循環の促進等

に関する法律案」においては、製造・販売事業者等による自主回収を促進するため、「主務

大臣が認定した場合に、認定事業者は廃棄物処理法の業許可が不要に」なることが示された。

この法律の施行は、上述のような課題の解消につながると考えられ、事業者が自主的な回

収・リサイクルに着手しやすい環境が整備されることが期待される。 

(2) 回収量の確保 

回収・運送段階について、まず回収量の確保が重要となる。回収量が少ない場合、経済的

に回収・リサイクルスキームが不成立となるからである。リサイクル事業者からも「リサイ

クルの事業が経済的に回るようになるためには規模の拡大が重要」との意見が寄せられて

いる。 
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回収量確保にあたって必要となるのが「消費者等排出者への啓発・利便性の向上」と「社

会システムとしての回収制度の設計」である。以下、事業者の具体的な意見を述べる。 

⚫ 消費者等排出者への啓発・利便性の向上 

✓ 一般消費者の協力が最も重要である。回収されて製品に戻ることを周知できれ

ば、協力が得られる。 

✓ 消費者にリサイクルできるものとそうでないものを分別してもらうため、分か

りやすい広報と、リサイクル品が再度手元に届く商品設計が必要。 

✓ 小売業と連携して店頭回収を行ったことがあるが、回収量が集まらなかった。消

費者が店頭に廃プラスチック製品を持参するインセンティブが必要。 

✓ 排出者自身がリサイクルする、しないを決め、コストについてはメーカーが応分

の負担をした上で便利にリサイクルシステムを使っていただくのが理想である。

例えばスマートフォンを通じた回収・リサイクルの仕組みがあってもよい。 

✓ 顧客（排出事業者）が分別できない限り、リサイクルの規模拡大は難しい。産業

用品にも素材表示があれば分別しやすくなると思われる。 

⚫ 社会システムとしての回収制度の設計 

✓ 個社での回収には限界があるため、社会システムとして高品質なものを回収す

る仕組みが必要である。 

✓ 自社の努力のみで資源循環を図ることは困難。例えば工事店等の提携事業者か

ら回収する等、効率的な仕組みの構築が必要である。 

消費者等排出者への啓発・利便性の向上に関して、まずは回収・リサイクルの重要性を消

費者等に周知することが、消費者等の協力の獲得につながると考えられる。その上で、消費

者が積極的に回収・リサイクルに参加したくなるようなインセンティブ付けをしている事

業者の好事例を共有することも効果的である。スマートフォンを使った利便性の高い回収・

リサイクルの仕組みを構築することもよいとの提案もあった。 

社会システムとしての回収制度の設計に関しては、個社での回収には限界があり、他社と

の連携が必要との主張が寄せられた。これに関して、同様の製品を製造・販売する事業者が

連携して回収を実施しやすい制度設計や、製造事業者よりも排出者と接触機会の多い工事

店等の連携事業者を通じた回収やその事例の共有を促進することが求められている。 

(3) 運送手段の確保 

回収・運送段階での２つ目の要素は、運送手段の確保である。本調査の対象である製造・

販売事業者においては、多くの事業者が自社での運送手段を持たず、運送事業者への委託が

必要な状況にあった。以下、「運送コストの軽減」と「運送事業者の協力確保」について、

事業者の具体的な意見を述べる。 

⚫ 運送コストの軽減 

✓ 廃棄物であるという理由からか、運送コストが通常物より高い。 

✓ 小口のお客さんの場合、引き取りサービスは運賃が多くかかるため対応が難し

い。 

✓ 回収・リサイクル全体のコストのうち、運送費用と分別の費用が最も大きい。 

⚫ 運送事業者の協力確保 
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✓ 廃棄物を扱わない運送業者も多い。 

3.2.2 にも記載した通り、コストに関しては多くの事業が課題として挙げており、特に運

送のコストが事業者の負担となっている様子が窺えた。運送コストに関しては、前述の（2）

「回収量の確保」とも深い関係がある。回収量を確保すれば、量あたりの運送コストを低下

させることができるためである。そのため、消費者等排出者への啓発・利便性の向上を促進

したり、社会システムとしての回収制度の設計を推進したりすることで、運送コストを下げ

る効果があると考えられる。また、廃棄物を扱わない運送事業者も多いとの意見も一部の事

業者から寄せられており、留意が必要である。 

(4) リサイクル事業者の確保 

リサイクルとその評価の段階では、リサイクル事業者の確保が重要である。以下、「リサ

イクル事業者とのマッチング」と「リサイクル事業者の育成」について、事業者の具体的な

意見を述べる。 

⚫ リサイクル事業者とのマッチング 

✓ 再生材を再商品化するにあたって、リサイクル協力事業者を探すことに苦労し

た。 

⚫ リサイクル事業者の育成 

✓ マテリアルリサイクル等の高度なリサイクルに対応できるリサイクル業者を育

成しなければ、仕向け先がない。 

製造・販売事業者においては、拠点となる工場や店舗の周辺においては廃棄物処理業者や

リサイクル事業者とのつながりがあることが想定されるが、製造・販売した製品や容器包装

の回収先は自社の拠点周辺に限らないため、リサイクル事業者とのつながりを新たに構築

しなければいけない場合もある。このような課題に関しては、製造・販売事業者とリサイク

ル事業者をマッチングするようなシステムがあれば、製造・販売事業者にとっての利便性が

上がり、リサイクル事業者にとっても顧客獲得につながるため、双方にとってのメリットが

生じると考えられる。また、あらゆる事業者が回収物をリサイクルできる環境を整備するた

めには、マテリアルリサイクル等の高度なリサイクルに対応できるリサイクル事業者を育

成する必要があるとの意見もあり、政策的な支援が期待されている。 

(5) リサイクルの適正評価 

事業者が回収・リサイクルを継続的に実施するためには、そのリサイクルを適正に評価す

ることが重要である。以下、「リサイクル率の高い事業者へのインセンティブ付与」と「サ

プライチェーン全体での温室効果ガス排出量算定の仕組み」に関する事業者の具体的な意

見を述べる。 

⚫ リサイクル率の高い事業者へのインセンティブ付与 

✓ リサイクル率が高いものほど評価をもらえる仕組みが必要。現状では、リサイク

ル率が何%であったとしても、リサイクルを実施していると言えてしまう。 

✓ 廃プラスチックのリサイクルシステムを独自で形成したメーカーには何かしら

優遇があればよい。再生樹脂の需要が高くなるまでは、何らかの制度で支えても
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らいたい。 

⚫ サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量算定の仕組み 

✓ 各事業者が地球温暖化対策を推進する際にはスコープ 3（サプライチェーン）か

らの排出量も視野に入れる必要がある。サプライチェーン全体での温室効果ガ

ス排出量を計算するためには、リサイクル段階を含め、メーカー、小売、リサイ

クル業者の全体で温室効果ガスの排出量を算定・評価する仕組みがあるとよい。 

 現状では、事業者の自主的な回収・リサイクルのインセンティブは、3.2.1(4) に記載した

ように、SDGs・CSR 上のアピール効果や顧客や地域との接点増加、貢献にとどまっている。

そのため、リサイクル率を高めるインセンティブが生じにくい環境にある。これに関しては、

令和３年１月 28 日に発表された「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」の

中で触れられている「ESG 金融による（リサイクルの）取組の後押し」と紐づける形で、リ

サイクルに取組む製造・販売事業者が高い評価を受けられる潮流を形成していくことが求

められる。また、自主的に回収・リサイクルに取組む事業者に対する補助金等、直接的に経

済的に支援する制度についても、事業者からのニーズは高いと思われる。さらに、⑥で後述

する再生材の活用推進は、事業者がリサイクル率を高める強いインセンティブになること

が期待される。 

また、サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量算定の仕組みが必要との意見もあっ

た。回収・リサイクルにおいても温室効果ガスは排出されることから、回収・リサイクルを

実施することが環境負荷軽減につながっていることを検証する意味でも、こうした仕組み

の導入は重要であると考えられる。 

(6) 再生材の活用推進 

最後に、リサイクルにより製造された再生材の活用推進について述べる。再生材の活用を

推進するためには、再生材の価値向上を図る必要がある。以下、「再生材の価値向上」に関

する事業者の具体的な意見を述べる。 

⚫ 再生材の価値向上 

✓ 再生材の付加価値が認められることが重要である。現在はバージン材の製造コ

ストよりも再生材の製造コストのほうが高いが、再生材から製造した製品はバ

ージン材から製造した製品よりも高く売れないのが難しいところである。 

✓ 回収した製品から製造する再生材は、バージン材よりもコストが高くなってし

まう。廃プラスチック活用にインセンティブ付与があると、事業としてうまくい

くのではないか。回収製品の価値を高め、リサイクルにより売却益を得られる状

態を形成する必要がある。 

✓ 製造事業者の再生材活用を促進することがリサイクル事業の推進には有効であ

る。 

✓ 引取価格の安定、リサイクル製品の価値向上・普及拡大が重要である。回収事業

者（店舗）にはコスト低減、ブランド力・評価向上等のインセンティブが、リサ

イクル事業者には良質な資源確保等のインセンティブが必要である。 

✓ 容器包装リサイクル法の再商品化義務量は、現時点では自主回収量を考慮して

決まっているが、再商品化義務量が決定した後に、自主回収量を差し引きできる
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方式に変更したほうがよい。 

事業者がコストをかけて回収・リサイクルを実施しても、再生材の価値が低く、需要が小

さければ、事業者のモチベーションは低下してしまう。現在、石油価格の下落も相まってバ

ージン材よりも再生材のほうが高くなっていることも、リサイクルの難易度を高めている。 

これに関し、多くの事業者が指摘するように、再生材や再生材を使った製品の価値を向上

させることが必要である。そのためには、製造事業者の再生材の使用を促すことが、回収・

リサイクルに取組む製造・販売事業者のインセンティブ向上につながると予想される。現在

もグリーン購入法においては特定品目の再生材の活用が基準となっているが、今後政府か

ら示される予定の環境配慮設計に関する指針において再生材の活用を推奨することで、事

業者の環境改善につながることが期待される。
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4.2 EU における容器包装及びプラスチック関連政策 

4.2.1 EU における容器包装及びプラスチック関連政策の全体像 

欧州では、廃棄物枠組み指令（Directive (EU) 2018/851）及び容器包装指令（Directive(EU) 

2018/852）に基づき、容器包装及びプラスチック廃棄物の関連施策が実施されてきた。 

また、欧州委員会は 2015 年に循環経済行動計画（Circular Economy Action Plan）を発表し、

プラスチックを優先分野の一つとして特定し、2018 年にはプラスチックについての包括的

な政策をとりまとめたプラスチック戦略を発表している。2019 年には使い捨てプラスチッ

クとの削減に向けた指令（使い捨てプラスチック指令（Directive (EU) 2019/904）が採択され

ている。また、2020 年に発表した新たな循環経済行動計画においてもプラスチックは引き

続き優先分野の一つとされている。 

欧州委員会の循環行動計画及びプラスチック戦略に基づく、容器包装及びプラスチック

の関連政策を体系的にとりまとめると図 4-1 の通りである。 

2020 年には、2018 年に改正された廃棄物枠組み指令及び容器包装指令、2019 年に採択さ

れた使い捨てプラスチック指令に関連してガイダンス文書が公表もしくは準備されている

状況にある。また、欧州では 2021 年から 2027 年を対象とした予算案にて、プラスチック廃

棄物への課金が導入される見込みとなっている。 

 

 

図 4-1 欧州委員会による容器包装及びプラスチックの政策  

 

欧州委員会は、容器包装及びプラスチックに関連して、以下の政策を推進しようとしてお

り、2020 年に関連する政策文書もしくは調査報告書等が発表されている。 

⚫ 廃棄物の分別回収の推進 

✓ 2018 年に改正された廃棄物枠組み指令（Directive (EU) 2018/851）は、加盟国に

おいて分別収集を推進することを定めている。 



 

73 

 

✓ 欧州委員会は加盟国における分別収集の在り方についてのガイダンス文書13を

作成し、2020 年 4 月に公表している。分別収集の対象にはプラスチック廃棄物

も含まれる。 

⚫ 環境配慮設計の推進 

✓ 2018 年に改正された廃棄物枠組み指令（Directive (EU) 2018/851）では、廃棄物

管理にかかる費用を製品生産者が負担する EPR スキームは汚染者負担の原則に

則るものであるとし、2018 年に改正された容器包装指令（Directive(EU) 2018/852）

は廃棄物枠組み指令に基づき加盟国は容器包装の EPR スキームを確立しなけれ

ばならないとしている。 

✓ 欧州委員会は EPR スキームのガイダンスを作成することとなっており、ガイダ

ンス作成に向けた調査報告書14が 2020 年 4 月に公表されている。EPR スキーム

のガイダンス作成において重視される点の一つが、EPR スキームの費用調整で

あり、環境配慮設計に応じた費用の調整（Eco-Modulation）である。 

⚫ 容器包装の必須要件の強化 

✓ 2018 年に改正された容器包装指令（Directive(EU) 2018/852）は容器包装の必須要

件として容器包装の構成、リユース・リカバリー性、有害物質の最小化などを規

定しているが、欧州委員会は容器包装のリユース及びリカバリー性の向上の観

点での必須要件の強化を検討することとなっている。 

✓ 容器包装の必須要件強化に向けた調査報告書15が 2020年 3月に公表されている。 

⚫ 使い捨てプラスチック指令の実施 

✓ 2019 年 5 月に施行された使い捨てプラスチック指令（Directive (EU) 2019/904）

により、加盟国は 2 年以内に指令内容を国内法化しなければならないこととな

っている。 

✓ 欧州委員会は使い捨てプラスチック指令の実施に向けたガイダンス文書を作成

することとなっている。 

⚫ プラスチックリサイクルの推進 

✓ 欧州委員会は、2018 年に発表したプラスチック戦略に基づき、2025 年まで年間

に 1,000 万ｔの再生プラスチックを利用するという目標を設定し、誓約キャンペ

ーンを展開した。 

✓ キャンペーンでは、再生プラスチックの利用見込みは目標を下回る結果となり、

欧州委員会主導で Circular Plastics Alliance が発足し、プラスチックリサイクル材

の需要拡大が検討されている。 

 
13 欧州委員会ウェブサイト、Guidance for separate collection of municipal waste、2020 年 4 月、https://op.e

uropa.eu/en/publication-detail/-/publication/bb444830-94bf-11ea-aac4-01aa75ed71a1/language-en/format-PDF/so

urce-133422972（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 
14 欧州委員会ウェブサイト、Study to Support Preparation of the Commission’s Guidance for Extended Pro

ducer Responsibility Schemes、2020 年 4 月、https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/08a892b7-

9330-11ea-aac4-01aa75ed71a1/language-en（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 

15 欧州委員会ウェブサイト、Effectiveness of the Essential Requirements for Packaging and Packaging Was

te and Proposals for Reinforcement、2020 年 3 月 https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/05a3

dace-8378-11ea-bf12-01aa75ed71a1（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 
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図 4-2 一般廃棄物のリサイクル率（2017年、Eurostat） 

注）縦軸の単位は％ 

出所）欧州委員会ウェブサイト、Guidance for separate collection of municipal waste、2020 年 4 月、https:/

/op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/bb444830-94bf-11ea-aac4-01aa75ed71a1/language-en/forma

t-PDF/source-133422972（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 

 

 

欧州各加盟国におけるリサイクル率はばらつきが生じており、リサイクル率が高い国に

おけるプラクティスを EU 全体に適用することで、改善が期待できることから、2018 年廃

棄物枠組み指令は、各加盟国を支援するために、廃棄物の分別回収の在り方についてのガイ

ダンス文書17を作成し、2020 年 4 月に公表している。 

(2) 廃棄物の分別回収のガイダンス文書：総論 

廃棄物の分別回収のガイダンス文書は、既存の研究・分析結果を踏まえ、分別回収の成功

要素として以下の 4 つが必要であると整理している。 

⚫ 経済的インセンティブ（Economic incentives）：拡大生産者責任、ごみ処理有料制（Pay-

As-Your-Throw）、埋立・焼却税、デポジット 

⚫ 法的執行（Legal enforcement）：不適切な分別に対するステッカー貼付・非回収、重量

チェック（生ごみなどが誤って入っていると想定より重い）、罰金、ハエ付着時の調

査と罰則など 

⚫ カスタマイズされた設備（Customized facilities）:廃棄物の特性に応じた家庭コンポス

ト（有機廃棄物）、戸別回収、定期回収、道路コンテナ、店内持ち帰り、市民集会所

での回収 

⚫ 魅力的なコミュニケーション（Engaging communication）：自治体・国・EPS 組織によ

るコミュニケーション、キャンペーンなど 

また、以下の廃棄物のそれぞれについて分別回収の在り方に関して整理している。 

 
17 欧州委員会ウェブサイト、Guidance for separate collection of municipal waste、2020 年 4 月、https://op.e

uropa.eu/en/publication-detail/-/publication/bb444830-94bf-11ea-aac4-01aa75ed71a1/language-en/format-PDF/so

urce-133422972（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 
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て、現状では、破砕・洗浄によるメカニカルリサイクルが主要であり、回収されたプラスチ

ック廃棄物は PP、PET、PS、PE などの特定の樹脂ごとに分別することが求められていると

している。一方で、最近はプラスチック廃棄物をモノマーに戻すケミカルリサイクル技術の

開発も進んでおり、リサイクルが困難な廃棄物や混合廃棄物の処理が可能になると考えら

れるとしているが、ケミカルリサイクルは大規模プラントでの処理となるため採算性の確

保が必要であること、一部の技術は焼却に近い場合もあるため環境面での懸念がある点も

指摘している。 

廃棄物の分別回収のガイダンス文書が提示した、プラスチックの高品質なリサイクルを

実現するための回収フロー及び設備は以下の通りである。 

 

 

図 4-6 プラスチックの回収フロー及び設備 

出所）欧州委員会ウェブサイト、Guidance for separate collection of municipal waste、2020 年 4 月、https:/

/op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/bb444830-94bf-11ea-aac4-01aa75ed71a1/language-en/forma

t-PDF/source-133422972（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 

 

プラスチック容器包装と、非容器包装プラスチックの区分は、主に EPR 規制による資金

調達が要因であり、容器包装の生産者は容器包装廃棄物の分別回収費用を負担し、その他の

廃棄物の分別回収の費用は負担しないという点に起因するとしているが、リサイクル及び

消費者の観点から必ずしも論理的ではないとしている。また、実態としては、軟質プラスチ

ック（すべての容器包装及びそれに類似したもの）と硬質プラスチック（玩具、園芸用品な

ど）で違いが生じていることが多く、軟質プラスチックをまとめて分別回収できるようにす
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ることが、消費者にとって容易であり、分別回収量の向上を生み出すとしている。PVC の

ようにリサイクルを阻害する不純物がわずかに増加する可能性もあるとしているが、選別

技術が向上していることを考慮すると、将来的には硬質プラスチックも個別または道路コ

ンテナで回収することがより一般的になるだろうとしている。 

また、分別回収の 4 つの成功要素について、プラスチック廃棄物の場合は以下の通り記述

している。 

⚫ 経済的インセンティブ（Economic incentives） 

✓ ごみ処理有料制（Pay-As-Your-Throw）は、プラスチックを含むすべての廃棄物

について、家庭での分別を促すものである。 

✓ デポジット制度は、初期投資コスト及び維持管理コストが高いが、回収率はほぼ

100%となり、ごみの散乱防止にもつながる。PET ボトルのデポジットを実施し

ている 5 か国（ドイツ、デンマーク、フィンランド、オランダ、エストニア）で

は 2014 年に平均回収率 94%に達している。ただし、デポジット制度は一般的に

飲料容器に限定される。 

✓ 容器包装の拡大生産者責任制度における料金の調整は、エコデザイン、廃棄物の

最小化、リサイクル（またはリユース）可能な容器包装の利用の促進に貢献する。 

⚫ 法的執行（Legal enforcement） 

✓ プラスチックのポイ捨ての禁止や、ポイ捨て及び不適切な分別に対する罰金は、

プラスチック廃棄物漏洩の削減に有効である。 

✓ 回収されたプラスチックの残渣等をモニタリングし、違法な場合の取締等を実

施することで、回収されたプラスチックの品質と価値を向上させる。 

⚫ カスタマイズされた設備（Customized facilities） 

✓ 戸別回収制度がリサイクル可能な資源について最も高い回収率をもたらすが、

回収コストは高い。 

✓ プラスチックと金属は、回収された材料の品質を損なうことなく、混合回収する

ことが可能である。技術向上により、混合廃棄物のソーティング施設での選別の

精度と速度は向上している。 

✓ 目立ちやすい河川ごみ（PET ボトルなど）に着目するのではなく、全てのプラス

チックを回収することで回収率は飛躍的に向上する。ただし、回収したあとの分

別が必要であり、多くのソーティング施設では硬質プラスチックからの軟質プ

ラスチック・フィルムの選別が困難である。デンマークのコペンハーゲン市では

2012 年のプラスチックの分別回収開始後、2017 年に軟質プラスチックの回収も

開始したところ、回収率が 30%向上したが、回収したプラスチックのうち硬質プ

ラスチックは 10%のみであった。この事例は、どのプラスチックを集めるかをシ

ンプルに伝えることで回収率が大幅に向上するということを示唆している。 

✓ 地下のごみ箱、地下配管の回収インフラなどは、視覚的な不快感や輸送の外部性

を抑えながら、高い回収率を達成することができる。 

✓ プラスチックの回収は、容器包装にとどまらないが、製品によってはリサイクル

できない場合がある。（玩具のように多様なプラスチック樹脂からつくられた混

合製品など） 

✓ 地域回収拠点は、戸別回収されない非包装プラスチックを低コストで回収する
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方法を提供する。 

⚫ 魅力的なコミュニケーション（Engaging communication） 

✓ 回収袋はコミュニケーションツールとして使用することが可能である。 

✓ 回収されたプラスチックの行き先に関する情報は、市民や従業員等が適切な分

別の重要性を理解するのに役立つ。 

✓ プラスチックの無限の多様性による混乱を引き起こさないような、シンプルで

一貫性のあるメッセージは回収量を向上させる。 

✓ 頻繁かつ継続的なコミュニケーションはプラスチックの分別を日常の習慣にさ

せるだろう。 

(4) 廃棄物の分別収集に関する指摘・意見等 

ヒアリング調査では、プラスチック廃棄物の分別収集の推進について、大きな論点や懸念

は提示されなかった。欧州レベルで、分別収集の方法が統一していくことは、廃棄物の収集・

リサイクルの効率化につながるととらえられている。ただし、各国及び各自治体によって廃

棄物の収集インフラは異なっており、分別収集の方法の統一には限界があるのではないか

という見解もあった。 

また、現状では、プラスチックを排出時点で分別収集している場合と、他の資源ごみ等と

一括回収して選別している場合がある。後者の場合は、最新の選別技術等を備えたソーティ

ングセンターでの選別が必要である点に留意すべきであるとの指摘があった。家庭から排

出されるプラスチック製容器包装の廃棄物の量は変動しやすいことから、一括回収した場

合に、そのような変動にも対応できるような選別・リサイクルプロセスも望まれる。 

なお、新型コロナウィルス感染症拡大により、市民の外出が減ったことで、家庭からの廃

棄物の排出量が増加しており、家庭廃棄物由来のプラスチック廃棄物は増加傾向にあると

のことであった。 

4.2.3 環境配慮設計の推進 

(1) 2018 年廃棄物枠組み指令における拡大生産者責任の最低要件 

廃棄物枠組み指令第 8 条は、拡大生産者責任について定めており、廃棄物の発生抑制、リ

サイクル、リカバリーを強化するために、製品を開発、生産、処理、取扱い、販売、輸入す

る事業者（製品の生産者）に対して拡大生産者責任を適用してもよいとしてきた。その上で、

2018 年に改正された廃棄物枠組み指令は、拡大生産者責任を確立する場合には、新たに創

設された第 8a 条に記載された拡大生産者責任の最低要件（minimum requirements）を満たさ

なければならないとしている。 

また、第 14 条は、費用について定めており、汚染者負担の原則に則り、廃棄物の元の生

産者、現在または以前の保有者が、インフラ施設整及び運用も含めた廃棄物管理費用を負担

するべきとし、第 8 条及び第 8a 条を満たす範囲で、加盟国に対して廃棄物管理費用の一部

または全部を生産者または流通事業者に負担させることを決定することができるとしてい

る。 

なお、加盟国は、拡大生産者責任のスキームの確立について裁量権を有しているが、一部
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の廃棄物については、以下の通り、その確立が求められている。 

⚫ 容器包装（2018 年容器包装指令（Directive (EU) 2018/852）第 8 条及び第 8a 条） 

⚫ 廃電気電子機器（WEEE）（WEEE 指令（Directive (EU) 2012/19）第 7 条） 

⚫ 電池（電池指令（Directive (EU) 2006/66）第 16 条） 

⚫ 使用済自動車（ELV）（ELV 指令（2000/53/EC）第 5 条） 

2018 年廃棄物枠組み指令第 8a 条は、拡大生産者責任の一般的な最低要件を以下の通り定

めている。 

⚫ 関連する主体の役割及び責任を明確にすること（生産者、拡大生産者責任の義務を代

行する組織、民間もしくは公的な廃棄物処理事業者、自治体など）。 

⚫ 廃棄物管理目標を設定すること（少なくとも容器包装、廃電気電子機器、電池、使用

済自動車に関する定量目標は達成しなければならない）。 

⚫ 報告システムを確保すること（市場の製品データ、廃棄物の回収及び処理に関するデ

ータなど）。 

⚫ 生産者を平等に取り扱うこと。 

⚫ 廃棄物の保有者が発生抑制、リユース、回収システム等の方法について情報提供され

ること。 

⚫ 生産者責任義務を代行する生産者又は組織が明確に定義され、適切な廃棄物回収の

提供、適切な財務手段の確保、自己管理メカニズム、財務管理を行えること。 

⚫ 廃棄物の分別回収・輸送・処理等、適切な情報提供、データ収集及び報告にかかる費

用をカバーするために、生産者によって支払われる財務的貢献を確保すること。また

耐久可能性、リペア可能性、リユース可能性、リサイクル可能性、有害物質等を考慮

した調整が行われること。 

⚫ 適切なモニタリング及び執行枠組みを確立すること。 

⚫ 関係者との定期的な対話を確保すること。 

上記の最低要件は 2018 年廃棄物枠組み指令において明確に定められているが、適切なガ

イダンスがないと、各加盟国で異なる方法で実施されるリスクがあることから、第 8 条（5）

は、欧州委員会は加盟国と協議した上で、拡大生産者責任スキーム及び財政的な貢献の調整

（費用調整）に関するガイドラインを公表することとしている。 

欧州委員会はガイドラインの準備にあたり、調査研究を委託しており、2020 年 4 月に委

託調査結果が公表されている。欧州委員会では、調査結果も踏まえつつ、ガイドラインの準

備が進んでいくものと考えられる。 

(2) EPR ガイドライン準備のための調査報告：概要 

2020 年 4 月に公表された欧州委員会の EPR ガイドライン準備のための調査報告書結果

（委託調査結果）18は、以下の点についてとりまとめたものとなっている。 

⚫ EPR スキームがカバーすべき廃棄物管理費用 

✓ サプライチェーン上の主体が EPR システムへの支払いを通じて負担する必要が

 
18 欧州委員会ウェブサイト、Study to Support Preparation of the Commission’s Guidance for Extended Pr

oducer Responsibility Schemes、2020 年 4 月、https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/08a892b

7-9330-11ea-aac4-01aa75ed71a1/language-en（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 
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ある廃棄物管理費用の範囲を提言している。 

✓ 生産者が負担すべき費用としては、回収及び資源管理の運用費用、サポートサー

ビス（コミュニケーション、執行など）、資源価値によるオフセット、生産者責

任組織費用が指摘されている。 

✓ また、初期投資、共有される費用、その他費用（散乱ごみや残渣の管理等）、廃

棄物保有者への課金、商業系・産業系の容器包装廃棄物のスキームなどは負担の

可能性があるものとして指摘されている。 

⚫ 必要な費用 

✓ 現行の必要な費用の適用の概要を整理した上で、生産者が負担すべき費用の決

定方法を提言している。 

✓ EPR スキームの費用管理は、生産者が満たすべき費用を全体で算出し、費用カテ

ゴリごとの割り当てを決定し、資金を廃棄物管理主体に配分し、効率性のレビュ

ーとデータモニタリングすることを繰り返しており、生産者が満たすべき費用

は正味の費用であることとしている。 

✓ また、廃棄物管理主体への配分は制度設計、地理的齋、統一性、効率性などを考

慮する必要があるとしている。 

⚫ 既存の費用調整及び基準（容器包装、電気電子機器、電池） 

✓ 容器包装・電気電子機器・電池について、EU で適用されている様々な費用調整

方法を整理し、関連する原則及び基準を考察している。 

✓ 費用調整の包括的な原則としては、調和、適切な基準、他の政策手段の役割、コ

スト負担の確保、費用構造を通じたより良い正味の費用の反映、調整の根拠、調

整の大きさの決定などが挙げられており、現行慣行も踏まえて、平等な取扱いに

向けた費用調整の基準の在り方を提言している。 

⚫ フリーライドへの取組 

✓ オンライン販売事業者の費用負担を確保することによる、流通事業者と生産者

の公平な競争環境を整備する方法を提言している。 

✓ 特に、複数の販売業者が参加するプラットフォーム事業者は費用負担をしてお

らず、フリーライドの主要な要因となっているとしており、これらのプラットフ

ォーム事業者を取り込むための方法を提言している。 

(3) EPR ガイドライン準備のための調査報告：容器包装 

EPR ガイドライン準備のための調査報告結果は、容器包装の EPR スキームにおける環境

配慮設計について、各国での現状を整理した上で、費用調整の基準の論点を整理している。 

 

容器包装の環境配慮設計の現状及び今後の可能性について以下の通り整理されている。 

⚫ 特定の素材カテゴリに分類されるすべての容器包装に統一の費用を設定するのでは

なく、費用構造を分解して差をつけ、より正味の費用を反映しやすい方向になってい

る。 

⚫ 選別やリサイクルプロセスを阻害するような要因を排除するような費用設定をして

いるところがある。（イタリア、フランス） 
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⚫ 理論的にリサイクル可能であることを提示させるのではなく、実際に選別及びリサ

イクルされている（あるいは、と思われる）ことを提示することを推奨しようとして

いる。 

⚫ リサイクル材の使用を推奨しようとしているところもある。（フランス、ドイツ） 

 

費用調整の基準の論点としては以下が整理されている。なお、有害物質については、含ま

れないことが必須要件となる見込みであることから、費用調整の基準の論点としては上げ

られなかった。 

⚫ リサイクル可能性 

✓ リサイクル可能性は廃棄物枠組み指令 8a(4)(b)条で費用調整の考慮ポイントとし

て挙げられていることから、費用調整の基準の一つとして考えられる。 

✓ リサイクル可能性については、リサイクル事業者が環境配慮設計のガイドライ

ンを発表もしくは議論しており、同報告書は European PET Bottle Platform（EPBP）

及び Plastics Recyclers Europe（PRE）によるガイドラインを紹介している（図 4-7

及び図 4-8 参照）。 
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図 4-7 Transparent clear / light blue PET bottlesのデザインガイドライン 

出所）European PET Bottle Platform ウェブサイト、Design Guidelines、https://www.epbp.org/design-guidelin

es/products（閲覧日：2021 年 2 月 26 日）



 

 

 

8
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図 4-8 PE Transparent flexible filemsのリサイクル向けデザインのガイドライン 

出所）RecyClass ウェブサイト、Design for Recycling Guidelines、https://recyclass.eu/recyclass/design-for-recycling-guidelines/、より Natural PE Fkexible Films、https://recyclass.eu/wp-con

tent/uploads/2021/02/Guideline-PE-films-transparent-02.2021-1.pdf（閲覧日：2021 年 2 月 26 日） 
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⚫ リサイクル率 

✓ リサイクル率は廃棄物枠組み指令 8a(4)(b)条で明示的に言及されているわけでは

ないが、リサイクル可能性を計測するためには、市場の容器包装の量に対して実

際にリサイクルされた量であるリサイクル率に言及する必要があると指摘して

いる。 

✓ 本来は、個別の容器包装ごとのリサイクル率を把握できることが望ましいが、現

時点では入手できるデータに制約があるとしている。そこで、同報告書は、他の

アプローチとして、ドイツの Institute Cyclos-HTP 社が開発した想定リサイクル

率の計測手法を紹介している。同社は 13 の素材について、リサイクルのスタン

ダードプロセスを開発し、各段階においてリサイクル性（光学選別機で選別でき

ない場合は低い評価となる等）を評価してスコア付けする手法を開発している。 

⚫ リユース可能性 

✓ リサイクル率は廃棄物枠組み指令 8a(4)(b)条で言及されているが、容器包装につ

いてリユースを費用調整の基準にすることには限界があり、他の政策手段も考

慮すべきと指摘している。 

✓ その上で、リユース可能性を費用調整の基準として設定するよりも、リユース可

能な容器包装は別の費用カテゴリを設定すること、費用は廃棄後のコストもカ

バーすること、市場に投入された 1 回目のみ適用されることなどが推奨される

としている。 

⚫ リサイクル材 

✓ リサイクル材は廃棄物枠組み指令 8a(4)(b)条で明示的に言及されているわけでは

ないが、プラスチックの循環経済達成にはリサイクル材の利用拡大が必要であ

り、既に費用調整の観点の一つにリサイクル材利用を入れている国もあること

から論点に挙げられた。 

✓ しかしながら、同報告書では、リサイクル材利用の拡大には他の手段（素材への

課税等）が有効であること、全ての容器包装について同じ条件にならない可能性

があること（フードコンタクトの容器包装へのリサイクル材の利用は法的制限

がある、金属製の容器包装にはリサイクル材利用の推進は不要である）などから、

リサイクル材の利用は費用調整の基準にすべきではないとしている。 

 

以上の論点整理を踏まえて、同報告書は容器包装の費用調整について以下の三点を提言し

ている。 

⚫ 容器包装の廃棄後の正味の費用を反映させるため、より細かい区分での費用設定を

すること。なお、費用設定の区分の参考例としてベルギーの容器包装リサイクルの生

産者責任組織である Fost Plus の費用区分を事例として提示している。 

⚫ リサイクルのデザインのガイドラインを費用調整に活用すること。 

⚫ 将来的にはリサイクル率を費用調整の基準として活用すること。 
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表 4-5 Fost Plusの費用区分（2021年費用テーブル） 

 

 

 

出所）Fost Plus ウェブサイト、Green Dot Rates、https://www.fostplus.be/sites/default/files/Files/Bedrijven/GPt

arieven/0708groenepunttarieven_2021_eng.pdf （閲覧日 2021 年 2 月 26 日） 
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(4) 環境配慮設計の推進に関する指摘・意見等 

ヒアリング調査では、EPR スキームについて欧州レベルでの一致を目指していることに

異論はなかった。ただし、各加盟国によって EPR スキームの在り方が異なっており（EPR

スキームが単独または複数である、生産者責任組織が営利または非営利である）、それらを

一致させることはできないため、生産者や自治体などステークホルダーの役割と責任を明

確にすることが重要であるという意見があった。 

容器包装の環境配慮設計を推進するための費用調整については、多くの論点が残されて

いると指摘された。容器包装分野の費用調整について、関係者はリサイクル可能性が論点の

中心であることを認識しているが、リサイクル可能性の定義は何か、容器包装の素材や種類

による違いをどこまで考慮するのか、リサイクル材の利用も考慮されるべきか、などが論点

としてあげられていた。また、フランスが導入しているボーナス／ペナルティの考え方は参

照ケースとして挙げられるものの、容器包装やリサイクルの技術革新に対して柔軟に対応

することが難しいという指摘もあり、こういった考え方が導入される方向になるか、議論を

注視する姿勢を示す関係者が多かった。 

4.2.4 容器包装の必須要件の強化 

(1) 容器包装の定義 

欧州では容器包装指令（Directive 94/62/EC）において、指令の対象となる容器包装とその

範囲が定義されており、以下の通りである。 

⚫ 容器包装の定義（第 3 条） 

✓ 原材料から加工品まで、生産者、使用者または消費者のために、商品の封入、保

護、取扱い、配達及び提示に使用または放出されるあらゆる性質・材料で作られ

た全ての製品を指す。 

✓ また、同じ目的で使用される「返却不可」の品目も包装を構成するとみなされる。 

⚫ 対象範囲（第 2 条） 

✓ 素材に関わらず、産業用、商業用、オフィス、店舗、サービス、家庭用またはそ

の他のレベルにおける全ての包装及び包装廃棄物が対象である（なお、工程端材

を除く）。 

✓ なお、2005 年にされた容器包装指令に係るデータベースシステムのフォーマッ

トに関する決定（2005/270/EC）第 3 条 3 項には、「複合包装は、重量による主

要材料の下で、データを報告しなければならない」とあり、プラスチック重量の

多い複合材はプラスチックに、紙重量の多い複合材は紙に分類される。 

 

 また、各国の容器包装リサイクル法令では、リサイクル制度の対象となる容器包装とそ

の範囲を以下の通りとしている。 

⚫ ドイツ 

✓ ドイツ容器包装法によると、容器包装法に基づくデュアルシステム（DS）の回

収対象は、紙・段ボール、ガラス（白色／茶色／緑色）、軽量容器包装である。
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必須要件の強化の検討に着手した。欧州委員会は検討にあたり、調査研究を委託しており、

2020 年 4 月に委託調査結果が公表されている。欧州委員会では、調査結果も踏まえつつ、

容器包装の必須要件の強化に向けた検討が進んでいくものと考えられる。 

(3) 容器包装の必須要件の強化のための調査報告 

2020 年 3 月に公表された欧州委員会の容器包装の強化のための調査報告書23（委託調査

結果）は、以下の点についてとりまとめられた。 

⚫ 欧州における容器包装のトレンドは以下の通りである。 

✓ リサイクルできないフィルムやパウチの容器包装が市場に占めるシェアが大き

い。 

✓ 選別やリサイクルが難しい高バリア性能の素材や複合素材の需要がある。 

✓ 生分解性またはコンポスト可能なプラスチックによるプラスチックごみ及び生

ごみのフローへの汚染の可能性がある。 

✓ E コマースに関連して容器包装ごみの増加と過剰包装の課題がある。 

✓ リサイクル可能性を阻害する特徴のある設計が増えている（のり、インク、その

他添加剤の使用、PVC の使用など）。 

✓ リユース可能な容器包装が減少している。 

⚫ 現行の容器包装の必須要件の有効性は以下によって制約を受けている。 

✓ 最小限の要件である。特に、最新のリサイクル目標や政策の方向性に対して有効

性に制約がある。 

✓ 解釈や実施が難しい曖昧な要件となっている。 

✓ 多様な処理方法についての異なる環境影響を反映できていない 

✓ 責任分担が不透明である（特に廃棄物の回収及び処理）。 

✓ 容器包装の技術や環境及び人間への影響に関する知見が変化しているにかかわ

らず必須要件が更新されていない。 

✓ 必須要件の遵守が推定であり、必須要件の優先度が高い状況にない。 

⚫ リサイクル及びリユースにあたって課題のある容器包装として以下が挙げられる。 

✓ 複合素材の容器包装：金属がついているプラスチックのフィルム、プラスチック

や金属がついている段ボールなど 

✓ プラスチック容器包装：複合素材の軟質フィルム、黒いプラスチック、生分解性

プラスチック、PVC を含むプラスチック容器包装など 

✓ ガラス容器包装：他の部品がついたガラス瓶 

✓ 紙製容器包装：UV 保護された紙、防水加工された紙など 

⚫ 強化された容器包装の必須要件は以下に焦点を当てるべきである。 

✓ リユースまたはリサイクルのための設計を促進することで廃棄物のヒエラルキ

ーを反映させること。 

 
23 欧州委員会ウェブサイト、Effectiveness of the Essential Requirements for Packaging and Packaging Waste and 

Proposals for Reinforcement、2020 年 3 月、https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/05a3dace-

8378-11ea-bf12-01aa75ed71a1（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 
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✓ 廃棄物の発生抑制のための要件を厳格かつ明確にすること。 

✓ コンポスト可能な容器包装の役割を検討し、政策と整合するようにすること。 

✓ 高品質なリサイクル素材の需要と供給に貢献すること。 

✓ 実施手続をしっかりと設計し、推定順守ではなく、生産者や関連機関の役割と責

任を明確にすること。 

⚫ 容器包装の必須要件を強化するためにとりうる措置のロングリストを作成した上で、

絞り込みを行い、複数の措置をまとめた政策オプションを以下の通り 3 つ提示し、そ

の影響評価を実施した。 

✓ オプション 1：必須の更新 

• 現状の課題やニーズに対応する最低限必要な更新をかける。 

• 要件は定性的に記述し、容器包装の登録や自己認証などの実施措置が加盟国

レベルで実施される。 

✓ オプション 2：より具体的な要件、明確な政策決定、モニタリング及び実施の改

善を図る 

• リサイクル材や e コマースなどの観点に関する具体的な措置を導入し、実

施手段も強化する。 

• 要件は定性的な記述であるが、例えば市場に投入できる容器包装をリスト化

するリサイクル設計（DfR）の導入や容器包装/製品比率が一定以上でなけれ

ばならないとするようなアプローチなどが考えられる。 

• この場合、EU もしくは加盟国レベルでの報告スキームや第三者認証などの

実施措置が考えられる。 

✓ オプション 3：より実施を強化する 

• EU 全体での調和がとれるように厳格な実施措置をとる。 

• 要件は定性的な記述であるが、例えば、リサイクル可能性の定義について、

一定のリサイクル率以上であることを証明できる容器包装しか市場に投入

できないようにするなどのアプローチが考えられる。 

• この場合、EU 機関を設置し、EU 市場に投入するためには許可を取る形式

の実施措置が考えられる。 

(4) 容器包装の必須要件の強化に関する指摘・意見等 

欧州委員会による容器包装の必須要件の強化については、議論が始まったばかりである

ため、方向性を見通すことは難しいという意見が多かった。しかし、必須要件を満たさなけ

れば欧州市場に投入することができなくなるため、関係者はこの議論の行方を重視してい

るとのことであった。 

必須要件の強化の方向性として、関係者は、発生抑制やリユースに重点が置かれること、

リサイクル可能性としてリサイクルに配慮した設計が求められることを認めているが、定

性的基準、定量的基準がどこまで設定され、どのように運用されていくのかは今後の論点に

なると思われる。欧州委員会が必須要件の強化の検討に着手した際には、必須要件にリサイ

クル材の利用を含める可能性は低いと考えられていたが、2020 年の新たな循環経済行動計
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分別収集 

（第 9 条） 

デポジット制度等を利用し、リサ
イクル向けに分別収集 

飲料用ボトル 

意識向上 

（第 10 条） 

リユース代替品、ポイ捨ての影響、
下水への影響等を伝達 

食品容器、箱・包装、飲料カップ・容
器、飲料用ボトル、たばこ、ウエット
ティッシュ、漁具 など 

 

(2) 使い捨てプラスチック指令実施のガイダンス文書 

使い捨てプラスチック指令第 12 条は、欧州委員会に対して、2020 年 7 月までに、使い捨

てプラスチック製品とみなされるものについて例示を含むガイドラインを策定することを

求めている。これにより、欧州委員会は使い捨てプラスチック指令実施のガイダンス文書の

策定を進めている。 

(3) 使い捨てプラスチック指令に関してのヒアリング調査での指摘・意見等 

使い捨てプラスチック指令については、欧州委員会及び各加盟国において実施に向けた

措置が準備されているところであり、関係者は各政府の政策や措置への対応を準備しよう

としているところである。その中で、各加盟国が使い捨てプラスチック指令に先行して、使

い捨て容器包装に対する各種規制を導入しようとする動きが懸念として示された。特に、欧

州全体の市場で企業活動をしている生産者は、加盟国によって規制が異なる状況になると

対応コストがかさむため、規制の統一を強く求めていた。 

4.2.6 プラスチックリサイクルの推進 

(1) 再生プラスチックの利用拡大に向けた取組 

欧州委員会は、2018 年に発表したプラスチック戦略に基づき、2025 年までに 1,000 万ｔ

の再生プラスチック利用という目標達成のための誓約キャンペーンを実施した。キャンペ

ーンの結果、2025 年までに供給側は年間 1,000 万ｔの再生プラスチックを供給できる見込

みであることがわかったが、需要側の再生プラスチック利用量の見込みは 620 万ｔにとど

まった。これを受けて、欧州委員会が主導する形で、プラスチックのバリューチェーン全体

の様々なステークホルダー（回収業者、リサイクル業者、一次生産者、加工業者、製品メー

カー、小売事業者等）が集まって、自主的な取組を行う Circular Plastics Alliance24が発足し

た。  

同アライアンスの最大の目的は、再生プラスチックの質と経済性を向上させ、1,000 万ｔ

の再生プラスチック利用という目標達成を確実にすることであり、再生プラスチックの需

要拡大に向け、特にプラスチックの使用量の多い包装材、建設、自動車等の業界に対して、

アライアンスへの参加が呼びかけられた。2021 年 3 月 2 日時点で、Circular Plastics Alliance

の宣言に、266 のステークホルダー（企業、業界団体、標準化機関、研究機関、地方自治体、

 
24 欧州委員会ウェブサイト、Circular Plastics Alliance、https://ec.europa.eu/growth/industry/policy/circular-

plastics-alliance_en（閲覧日：2021 年 3 月 5 日） 
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各国当局など）が賛同している。 

(2) 再生プラスチックの利用拡大に向けた今後の方向性 

欧州では再生プラスチックの利用拡大に向けた取組が進められているが、本ヒアリング

調査結果では、依然として再生プラスチックの需要拡大が課題であることが指摘された。

2020 年からの新型コロナウィルス感染症拡大により経済活動が滞っていることに加え、原

油価格が下がったことで、プラスチックのバージン価格も下落傾向にあることから、再生プ

ラスチックの需要が広がらず、プラスチックリサイクル事業者にとっては厳しい経営環境

が続いていることが背景にある。 

欧州委員会は、誓約キャンペーンを実施した際に、2025 年時点でプラスチック戦略の目

標に掲げている年間 1,000 万ｔの再生プラスチックの利用が達成されない場合には、義務

的な目標の設定に向けた検討を進めるとしていた。このため、欧州委員会としては、目標達

成に向けた進捗状況を見つつ、再生プラスチック利用の義務的な目標設定の可能性の検討

も進められるものと思われる。欧州委員会環境総局によると、目標を達成するためには、容

器包装セクターだけでなく、自動車や電気電子機器のセクターでも再生プラスチックの利

用を意識する必要があると指摘しており、今後これらのセクターにおいて再生プラスチッ

クの利用目標の検討がされる可能性もある。 

(3) プラスチックリサイクルの推進に関する指摘・意見等 

Circular Plastics Alliance によるプラスチック材の利用拡大の推進に期待する声は多かった

一方で、関係者はプラスチックリサイクル材の利用率の義務的な目標が導入される可能性

は十分にあるという認識であった。使い捨てプラスチック指令では飲料ボトルへの再生プ

ラスチックの利用率の目標が設定されているため、同様の目標が他のプラスチック製品・容

器包装に適用されることが考えられる。飲料ボトルについては、再生利用されるのは PET

樹脂であり、目標達成は可能であると見込まれている。しかしながら、PP や PE 等の樹脂か

ら構成されるプラスチック容器包装についても同様の目標が課せられた場合には達成が難

しいだろうと言われている。その理由としては、PP や PE 等から構成されるプラスチック

容器包装は複層フィルムなどが多いため選別・リサイクルが困難であること、リサイクルで

きたとしても再生プラスチックのフードコンタクトの容器包装への利用には法的な規制が

かけられていることなどがある。再生プラスチックのフードコンタクトの容器包装への利

用については、欧州の関係機関が検討を進めているが、たとえ技術的に可能であっても、分

別回収等の管理が必要になるのであればインフラ整備のコストが高いという指摘もあった。 

プラスチックリサイクルについては、ケミカルリサイクルの技術発展が著しく、ケミカル

リサイクルの実現性が高まっている点も指摘された。産業界はケミカルリサイクルの技術

開発に多額の投資をしてきており、ケミカルリサイクルがリサイクル手法として認められ

れば、実用化も近くなってくると考えられる。 

4.2.7 プラスチック廃棄物への課金 

欧州委員会は、2018 年 5 月に、2021 年～2027 年の予算案（EU Budget for the future） に
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関する報告書25を公表し、イギリスの離脱による拠出金削減に対応するための新たな財源と

して以下の 3 つを提案した。 

⚫ EU 企業に課される共通税の増額（3%） 

⚫ 欧州排出権制度による収入の 20% 

⚫ 各加盟国におけるリサイクルされなかったプラスチック容器包装廃棄物量に基づく

拠出 

リサイクルされなかったプラスチック容器包装廃棄物に基づく拠出は、加盟国に対して

リサイクル率を向上させるインセンティブになることが期待されている。各加盟国が、容器

包装指令のもとで報告している、リサイクルされなかったプラスチック容器包装廃棄物に

対して、0.8 ユーロ/kg の金額を拠出すると、年間約 70 億ユーロの歳入が見込まれるとされ

た。 

欧州委員会による予算案は、2018 年 5 月の提案後、継続的な議論が行われ、2020 年 7 月

に EU 各国首脳が合意し、2020 年 12 月に採択に至った。同予算は 2021 年 1 月より執行さ

れている。プラスチック容器包装廃棄物に基づく拠出については、最終的には提案通り、各

加盟国はリサイクルされなかったプラスチック容器包装廃棄物に対して 0.8 ユーロ/kg を拠

出することとなった。 

なお、各国がどのようにプラスチック製容器包装廃棄物に対する課金を徴収するかにつ

いては指定されていないため、同措置に対する対応は国によって異なる状況である。同予算

は 2021 年より執行されることとなっている。本ヒアリング調査結果では、ドイツ及びフラ

ンスでは、欧州のプラスチック製容器包装廃棄物に対する課金に対応するために、国内にお

いて新たに課税や課金等を実施する予定はないとのことであった。 

なお、欧州委員会としては、今回導入されたような課金の対象を、リサイクルされなかっ

たプラスチック容器包装廃棄物以外にも拡大することについて、直近で明確に予定してい

るものはないようであった。しかしながら、廃棄物の発生抑制等の効果が得られることが確

認されれば、対象を拡大させる可能性はあると考えられる。 

4.3 ドイツの容器包装リサイクル制度 

4.3.1 容器包装リサイクルに関する法制度 

(1) 容器包装法（旧容器包装令） 

ドイツでは、2019 年から施行されている容器包装法26が容器包装廃棄物のリサイクル制

度を定めている。同法は一般家庭及びこれに準ずる場所から排出される容器包装廃棄物の

処理責任は、生産者にあると定めて、EPR（拡大生産者責任）の考え方に基づく生産者責任

 
25 欧州委員会ウェブサイト, EU BUDGET FOR THE FUTUER（2018 年 5 月 2 日発表）、https://eur-lex.eur

opa.eu/resource html?uri=cellar:c2bc7dbd-4fc3-11e8-be1d-01aa75ed71a1.0023.02/DOC_1&format=PDF（閲覧

日：2021 年 3 月 5 日） 

26 Bundesministerin der Justiz und für Verbraucherschutz ウェブサイト、家庭からの価値を有する廃棄物の

分別回収を促進する法律（仮訳）Gesetz über das Inverkehrbringen, die Rücknahme und die hochwertige 

Verwertung von Verpackungen (Verpackungsgesetz -VerpackG)、https://www.gesetze-im-internet.de/verpackg/

VerpackG.pdf （閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 
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を明確にしている。 

容器包装法は、1991 年に制定された容器包装令を置き換えたものであり、1991 年の容器

包装令のもとで運用されていた容器包装リサイクル制度から大きな変化はない。ただし、改

めて法律として制定されるにあたっては、主に以下の点が改正されている。 

⚫ ドイツの容器包装リサイクルシステムであるデュアルシステム（以下、DS）を運用

している企業（以下、DS 企業）の運用状況を監督する機関として、中央機関を設置

した。 

⚫ 容器包装リサイクルの義務を担う生産者対して容器包装の市場投入量を報告するこ

とが義務付けられた。 

⚫ DS 企業に対して、生産者との契約価格について、エコロジカル容器包装（環境配慮

設計）の観点をとりいれることを義務付けた。特にリサイクルしやすい容器包装に対

して、一定の経済的インセンティブを付与しなければならなくなった。 

⚫ 自治体に対して、DS 企業による回収の対象である容器包装廃棄物の回収方法を決定

する権限を与え、容器包装廃棄物と容器包装以外の廃棄物をまとめて回収すること

が可能となった。 

改正点の 1 点目及び 2 点目は、ドイツの容器包装リサイクルシステムの透明性の向上と、

DS 企業の競争環境の適正化を目指したものである。3 点目はリサイクルの一層の進展に向

けた環境配慮設計の推進を目的としたものであり、4 点目は効率的なリサイクルに資する素

材別の回収を認めたものである。 

(2) 循環経済法の改正の準備 

ドイツの容器包装リサイクル制度を直接規定するものではないが、関連する法律として、

1996 年に施行された循環経済法がある。同法は、廃棄物政策について、従来の処理中心の

考え方から、資源循環の促進に移行させたものである。EPR を定め、廃棄物の発生抑制が最

も優先されることを明確に位置付けている。容器包装リサイクル制度を定めた容器包装令

も循環経済法に整合したものとなっていた。 

欧州における循環経済への移行に向けた政策や議論を踏まえ、ドイツ政府は循環経済法

の改正準備を進めている。改正案では、以下の点が含まれている。 

⚫ 第 23 条：生産者責任 

✓ 生産者は、製品の開発、生産、市場投入において資源効率性を高めなければなら

ない。 

✓ リサイクル可能な廃棄物または二次原料資源、特にリサイクル材の利用を優先

させなければならない。 

⚫ 第 24 条：表示義務 

✓ 特定の製品について、廃棄物の発生抑制、リユース可能性、リサイクル可能性、

回収義務についての情報提供と表示を義務付ける。 

⚫ 第 45 条：公共機関の義務 

✓ 公共機関は、資源の保護、リサイクル材の利用、リサイクラビリティ、汚染物質

に資する製品を優先調達しなければならない。 

上記いずれの改正も、欧州における循環経済政策と整合するものであり、特にリサイクル
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材の利用の促進を重視している。循環経済法の改正は、2020 年 2 月に提案された後、議会

での議論が進んでいるところである。 

4.3.2 容器包装の回収・リサイクルシステム 

ドイツでは、容器包装法第 7 条に基づき、製品を充填した販売包装を最初に流通させる生

産者（容器包装を利用して製品を生産・輸入販売する事業者。容器包装そのものの生産者は

含まない。）及び販売者は、販売した容器包装の広域回収を確保するために、回収システム

に加入することが義務付けられている。容器包装廃棄物を回収・リサイクルするシステムは、

自治体の廃棄物回収システムとは別のものであり、デュアルシステム（以下 DS）と呼ばれ

ている。 

DS は生産者の容器包装廃棄物の回収・リサイクルの義務を果たすための EPR スキームの

システムであり、DS を運営する企業は、収集した容器包装廃棄物について、容器包装令で

定められたリサイクル率目標を達成することが義務付けられている。生産者は DS を運営す

る企業と契約して、契約量に応じた料金を支払うことで、回収・リサイクルシステムの運営

費用を負担し、生産者としての容器包装の回収・リサイクルの義務を果たしている。ドイツ

における容器包装のリサイクルスキームは図 4-9 に示す通りである。 

 

 

図 4-9 ドイツにおける容器包装リサイクルスキーム 

4.3.3 容器包装リサイクルシステムの回収対象 

(1) DS の回収対象 

ドイツの容器包装リサイクルシステムである DS が回収しているのは、最終消費者（一般

消費者の他にレストラン、ホテル、病院、教育施設、サービスエリア等の施設や団体も含ま

れる）に販売される商品の容器包装廃棄物である。具体的には、以下の通りである。 

⚫ 紙・段ボール 
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⚫ ガラス（白色／茶色／緑色） 

⚫ 軽量容器包装（缶（スチール、アルミニウム）、飲料パック、プラスチック製容器包

装（ボトル、カップ、フィルム等）） 

消費者は、軽量容器包装を所定の黄色のコンテナ（ごみ袋）に入れて排出する。なお、一

般ごみは灰色のコンテナなどに入れて排出されており、灰色のコンテナに排出されたごみ

は、自治体の責任にもとづいて収集・処理されている。 

(2) 容器包装廃棄物と容器包装以外の廃棄物の一括回収 

ドイツでは、2011 年頃より、プラスチックや金属などリサイクルできるものについては、

素材が同じであれば容器包装であるか否かに関わらず一括回収することを検討し、容器包

装と容器包装以外の廃棄物を一括回収するパイロットプロジェクトを実施してきた。 

容器包装廃棄物と容器包装以外の廃棄物の一括回収を義務的な制度にすることも検討さ

れたが、最終的には、2019 年施行の容器包装法で、任意の制度として導入された。これに

より、自治体が決定した場合には、DS が回収している容器包装廃棄物（プラスチック製容

器包装、缶、飲料パック）と容器包装以外の廃棄物を一括回収することができるようになっ

た。この場合、自治体と DS 企業で協議の上、具体的な回収方法を決定することになる。実

態としては、DS 企業が回収及び選別を実施し、自治体に対して、容器包装以外の廃棄物の

回収・選別費用の負担を求めつつ、選別品の売却益については相当額を還元する運用となっ

ているようである。また、一括回収の実施は、自治体が任意に選択できるものであり、各自

治体が廃棄物処理のインフラの状況なども踏まえて決定している。ドイツ連邦環境省が把

握しているところでは、2020 年 9 月時点で、ドイツ全世帯の 15%前後において一括回収が

実施されているとのことである。 

(3) 使い捨て飲料容器のデポジット制度 

ドイツでは、使い捨て飲料容器（ワンウェイのペットボトル等）については、強制デポジ

ット制度が導入されている。消費者は飲料購入時にデポジットを容器毎に支払い、使用後に

小売店に容器を返却するとデポジット金は返金される。このため、ワンウェイのペットボト

ルの多くは小売店によって回収されており、DS による容器包装リサイクルシステムのスキ

ームとは別に回収されている。 

4.3.4 DS の運営 

(1) DS 企業による運営 

DS を運営する企業（以下、DS 企業）は容器包装廃棄物の回収システムの構築及びリサイ

クル率目標（素材別）の達成が義務付けられており、DS 企業はリサイクル率目標を達成で

きなかった場合には DS 企業としてのライセンスを失う。 

DS 企業は 2017 年 3 月現在、ドイツ国内に 10 社存在し27、DSD 社のシェアが最も大きい

 
27 中央機関（Zentrale Stelle Verpackungsregister）、https://www.verpackungsregister.org/en/information-
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28。DS 企業は営業許可を州ごとに取得することになっているが、生産者の商品流通地域が

全国規模であることから、全 DS 企業が全ての州から業許可を得ている。 

各 DS 企業は、生産者と契約し、生産者が販売している容器包装の量に応じた費用を徴収

し、DS の運営を実施している。生産者は DS に加入することが義務付けられており、DS 企

業と契約して運営費用を支払うことで、容器包装廃棄物の回収・リサイクルの義務を果たし

ている。 

(2) DS 企業による容器包装廃棄物の共同回収 

各 DS 企業は、生産者と契約した量に相当する容器包装廃棄物を回収しなければならない

が、各 DS 企業が個別に回収スキームを構築することは非効率であり、排出する消費者側に

も混乱を生じさせることになる。そこで、各 DS 企業は、共同回収インフラを構築している。

ドイツでは容器包装リサイクル制度が運用された当初、DSD 社のみが一社独占の DS 企業

であり、DSD 社が黄色いコンテナによる回収インフラを構築していた。そこで、DSD 社の

独占が解除されたのち、DSD 社が構築した回収インフラを共同で利用する仕組みを構築し

運用している。具体的には、各地域で回収業務を委託する廃棄物管理会社を共同で選定し、

当該廃棄物管理会社に対して、各 DS 企業がシェアに応じて委託費用を支払っている。 

DS 企業のシェアは、回収段階の費用負担や回収業務の入札プロセスの調整を担うクリア

リング機関（DS 企業が共同で設立）が算出する。クリアリング機関は、各 DS 企業が生産

者から委託されている回収・リサイクル義務量（契約量）に関する情報を収集し、契約量に

応じて各社のシェアを算出している。 

(3) DS 企業による容器包装廃棄物のリサイクル 

DS 企業は、回収・選別・リサイクルを生産者等から委託されており、回収した容器包装

廃棄物を選別・リサイクルしなければならない。選別・リサイクルは自ら実施してもよいし、

事業者に委託してもよく、事業者の選定にあたっての基準などは定められていない。自らリ

サイクルを実施しない場合には、リサイクル事業者からリサイクルしたことの証明を得る

ことで義務を果たしていることを証明している。 

代表的な DS 企業である DSD 社は、選別作業はソーティングセンターを運営する事業者

に委託し、選別された容器包装は自社のグループ会社が引き取ってリサイクルしている。自

らリサイクルを実施している DSD 社は、リサイクルの効率や質を向上させるため、ソーテ

ィングセンターに対して選別の仕様を要求するなどの取組も実施している。 

(4) DS 企業のモニタリング 

ドイツでは、DS 企業が競争環境に置かれており、各 DS 企業は、生産者と契約した量に

相当する容器包装廃棄物を回収・リサイクルしているが、回収段階は共同で実施している。

各 DS 企業は、共同で設立したクリアリング機関に対して、生産者との契約量を申告し、回

収費用を応分負担する仕組みとなっている。 

 
orientation/instructions-further-information/service?r=1 （閲覧日 2021 年 3 月 9 日） 

28 2017 年 1 月 ドイツ DS 企業へのヒアリング。 
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2019 年施行の容器包装法で新たに設置されることとなった中央機関は、容器包装リサイ

クルシステムの監督・モニタリングを担う機関である。中央機関は、DS 企業の生産者によ

る市場投入量や DS 企業の契約量の登録受付、登録された情報の適正性のチェック、生産者

による申告量と DS 企業の申告量の比較、DS 企業の管理、DS 企業のシェアの算出等の機能

を有する。また、中央機関が、モニタリングにより不正を見つけた場合には、ドイツ連邦環

境省に報告し、ドイツ連邦環境省が罰則を科すことになる。 

以前は、回収費用の負担を下げようとする DS 企業による契約量の過少申告により、クリ

アリング機関に申告される契約量と実際の容器包装廃棄物の回収量の乖離が生じていた。

2019 年容器包装法によって導入された中央機関によるモニタリングと、生産者による市場

投入量の登録義務により、DS 企業の競争環境のさらなる適正化と、容器包装の回収・リサ

イクルシステムの透明化が期待されている。 

(5) DS 企業による環境配慮設計の推進 

ドイツでは、DS 企業が複数存在するため、契約した生産者が市場に投入した容器包装廃

棄物を必ず回収・リサイクルすることができるわけではないことから、DS 企業側が生産者

に対してリサイクルしやすい設計などの環境配慮設計を促すインセンティブが低かった。 

2019 年施行の容器包装法は、DS 企業に対して、生産者との契約価格について、以下の観

点でインセンティブを創設することが義務付けられた。 

⚫ 選別及び回収の実態を踏まえ、最も高いリサイクル可能率の素材の利用を促進する

こと。 

⚫ リサイクル材及び再生可能資源の利用を促進すること。 

なお、具体的なインセンティブのつけ方については、各 DS 企業に委ねられている。 

同法の施行や、循環経済への移行への要請が強まっていることから、大手のグローバル

企業である生産者や DS 企業は、リサイクルしやすい設計や、リサイクル材の利用などに

向けて連携して取組を推進している。 

2019 年の法施行以降、各 DS 企業は環境配慮設計された容器包装に対して一定のイン

センティブを付与しているが、関係者へのヒアリングによると、十分なインセンティブを

創設している例は見当たらないようである。競争環境にある DS 企業としては、インセン

ティブを付与した容器包装が確実に回収できるわけではない中で、強いインセンティブ

を設けることは難しいようであり、同制度での環境配慮設計の推進をするのであれば、制

度の見直しが必要ではないかという指摘もある。 

4.3.5 容器包装のリカバリー・リサイクル目標 

ドイツの容器包装法は、素材別のリサイクル目標（リカバリー含む）が表 4-9 の通り設定

されている。この目標を課されているのは、DS 企業であり、リサイクル目標を満たせなか

った場合の罰則等は規定されていないが、目標を満たせない場合には、ライセンスを失うこ

とになる。 
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4.4 フランスの容器包装リサイクル制度 

4.4.1 容器包装リサイクルの法制度 

(1) 容器包装廃棄物令 

フランスでは、1992 年の容器包装廃棄物令が容器包装廃棄物のリサイクルシステムを定

めており、生産者に対して一般家庭から排出される容器包装廃棄物の回収及びリサイクル

の責務を課している。 

また、1975 年 7 月 15 日法律第 75-633 号が、自治体に家庭ごみ及びその類のごみに関す

る収集・処理に係る管理を行う責務があると明記している。同法は 2000 年に環境法典に統

合されたが、廃棄物の収集・処理の責任が自治体である点は変わっておらず、容器包装廃棄

物の回収及び選別を実施している主体は自治体である。 

(2) 循環経済法の施行 

フランスでは、2020 年 2 月に循環経済法（循環経済と廃棄物と戦う法律）が施行されて

いる。循環経済法は、2025 年までにプラスチックリサイクル 100%を目指すとして、使い捨

てプラスチックからの脱却、消費者への情報提供、廃棄物対策及び再利用、製品の計画的陳

腐化への対応（長寿命化）、環境負荷低減型の生産などを定める内容となっている。フラン

スの容器包装リサイクル制度を直接規定するものではないが、関連する内容が多く含まれ

ている。 

フランスの循環経済法では 50 にわたる措置が定められており、その主な内容は以下の通

りである30。 

⚫ 新たな義務 

汚染者負担の原則である拡大生産者責任の対象製品を、商業用容器包装、おもちゃ、

スポーツ・日曜大工用品、建材、たばこ、衛生用品などにも拡大する。 

⚫ 新たな禁止事項 

使い捨てプラスチックの利用を抑制するため、2040 年までに使い捨てプラスチック

製品の市場投入を禁止する。 

2020 年以降：飲料容器、グラス、皿、綿棒（芯がプラスチック） 

2021 年以降：ストロー、カトラリー、飲料容器のふたなど 

2022 年以降：非生分解性のティーバッグ、軽量の生鮮食品袋、ファーストフード店

のおもちゃ、雑誌のプラスチック包装など 

⚫ 新たな措置 

自治体：散乱ごみへの対応に対する権限の強化 

企業：エコデザインのインセンティブ（ボーナル/ペナルティシステム）付与 

 
30 EU ウェブサイト、https://circulareconomy.europa.eu/platform/en/strategies/french-act-law-against-waste-and-ci

rcular-economy（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 

日本貿易振興機構ウェブサイト、https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2020/0601/d20d98ef8e3131f1.

htmlhttps://circulareconomy.europa.eu/platform/en/strategies/french-act-law-against-waste-and-circular-economy

（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 
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市民：修理可能性指標、回収・リサイクル対象製品マークの貼付、内分泌かく乱物質

に関する情報提供、選別プロセスの簡易化、デポジットシステム、市民に対する活動

など 

フランスの循環経済法は、新たな義務や措置の導入が数多く盛り込まれており、フランス

国内だけでなく、欧州の政府機関や業界団体も具体的な施行状況に注目している。 

4.4.2 容器包装の回収・リサイクルシステム 

容器包装廃棄物令は、生産者（原則として、容器包装を利用して製品を生産・輸入販売す

る事業者。容器包装そのものの生産者は含まない。）に対して、家庭からの容器包装廃棄物

の収集及びリサイクルについて、政府が認定するシステムへ加入する、もしくは独自のシス

テムによる回収・リサイクルを実施することを義務づけている。独自回収の場合は、デポジ

ット制度を導入するか、自ら容器包装廃棄物の保管場所を設置してリサイクル率等を把握

できるシステムを構築し、認可を受ける必要がある。実際には、多くの生産者は政府が認定

するシステムへの加入を採用している。 

政府に認可されている容器包装の回収・リサイクルを実施しているシステムは CITEO と

ADELPHE であるが、いずれも生産者責任組織の CITEO が運営している。2018 年 1 月に新

たに Léko という生産者責任組織も認可を受けたが、運用に向けた準備段階にあり開始には

至っていない31。このため、現時点でフランスでは実質的には CITEO が容器包装の回収・リ

サイクルを担うシステムとなっている。 

フランスでは、実際に容器包装廃棄物を市民から回収する主体は自治体である。自治体は、

市民からの容器包装廃棄物を回収した後、リサイクル事業者に売却している。CITEO は自

治体が負担している費用（自治体が収集・選別に要した費用から、容器包装廃棄物をリサイ

クル事業者に資源として売却した金額を差し引いた差額の 80％）を支援金として支払って

いる。フランスにおける CITEO による容器包装リサイクルシステムは図 4-12 に示す通り

である。 

 

 

図 4-12 フランスにおける容器包装リサイクルシステム（CITEO） 

 
31 ヒアリング調査結果（2020 年 12 月時点）に基づく。 
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4.4.3 容器包装リサイクルシステムの回収対象 

フランスでは、自治体に家庭廃棄物の管理責任があり、自治体が、容器包装廃棄物を分別

収集するか否か、どの品目を分別収集の対象とするかを決定することができる。そのため、

容器包装リサイクル向けに回収される容器包装廃棄物の種類や区分が全国で統一されてい

るわけではない。 

しかしながら、自治体は、CITEO から支援金を受け取るためには、CITEO が定めた容器

包装廃棄物のリサイクル事業者への引渡し基準を遵守し、引渡し量等を CITEO に報告しな

ければならない。そのため、CITEO の指定基準・区分を採用する自治体が多く、自治体によ

る容器包装廃棄物の回収対象は、一般的に以下の通りである。 

⚫ 紙（飲料パック含む） 

⚫ ボール紙 

⚫ ガラス瓶 

⚫ 缶（スチール、アルミニウム） 

⚫ プラスチックボトル等（PET ボトル及び HDPE 容器） 

⚫ その他のプラスチック製容器包装（プラスチック袋、ヨーグルト容器等） 

なお、その他のプラスチック製容器包装は従来回収対象ではなかったが、プラスチック製

容器包装のリサイクル率を向上させるため、CITEO は回収対象を拡大するプロジェクトを

実施してきており、2022 年には全人口をカバーできるように回収対象拡大を推進している。

その他のプラスチック製容器包装は、従来のソーティングセンターでは効率的な選別は難

しいため、CITEO は光学選別機を用いたソーティングセンターの導入や、リサイクル技術

の開発を推進している。 

4.4.4 CITEO による容器包装リサイクルシステムの運営 

(1) CITEO 

CITEO は政府の認可を受けた生産者責任組織であり、非営利の組織である。政府に対し

て活動報告と容器包装廃棄物の回収・リサイクルの実績を提出することが義務付けられて

いる。フランスの容器包装リサイクルの生産者責任組織は、実質的には CITEO のみであり、

生産者は CITEO に加入することで容器包装廃棄物の回収・リサイクルの義務を果たしてい

るのが一般的である。 

CITEO は生産者から容器包装廃棄物の回収・リサイクルの運営に係る費用を徴収し、自

治体による回収への支援やリサイクル事業者の監督、普及啓発などを実施している。 

(2) 容器包装廃棄物の回収・リサイクル費用の負担の仕組み 

容器包装廃棄物の回収は自治体が実施しており、自治体が自ら実施していることもあれ

ば、民間事業者に委託していることもある。自治体は、選別した容器包装廃棄物をリサイク

ル事業者に引渡しており、この引渡しは飲料用の紙製容器であるテトラパックを除き全て

有償（売却）である。テトラパックについては、無償引き取りの場合があるが、逆有償とな

っているものはない。 

CITEO は、素材別に、リサイクル事業者への引渡し時の仕様書を定めており、例えば、
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PET のベールは、リサイクルできる PET を 98%以上含んでいなければならない。自治体は

仕様書に従い、引渡しの段階で有償もしくは無償になるように選別する必要がある。これに

従うことができない場合は、CITEO からの支援金を受け取ることができない。 

自治体への支援金の総額は、自治体負担分の全国平均に基づいて決定し、実際の各自治体

への配分は回収量に応じて行われる。このため、自治体はより多くの容器包装廃棄物を回収

し、さらに品質を高めてリサイクル事業者に高い価格で売却できると、より多くの収入を得

ることができる仕組みとなっている。 

CITEO から自治体への支援金は、生産者が CITEOに支払った費用によって賄われている。

CITEO に費用を支払うことで、生産者は容器包装廃棄物の回収・リサイクルの義務を果た

すことになる。CITEO に参加する生産者は、市場に投入した容器包装の種類及び重量を毎

年申告することが義務づけられており、容器包装の種類及び重量に応じて費用が決定する。 

(3) CITEO による環境配慮設計を推進する費用設定 

CITEO と契約している生産者は、容器包装の回収・リサイクルシステムに参加する費用

としてライセンス料を支払わなければならない。 

ライセンス料は、生産者の申告に応じて、図 4-13 に示す計算方法で決定するとともに、

以下の 3 つの観点が考慮されることになっており、環境配慮設計、リサイクルしやすい設計

を促すものとなっている。 

⚫ 容器包装の素材の重量 

容器包装を構成する素材別に、重量あたりの料金が設定されている。特にプラスチッ

クについては、樹脂種類別に重量が設定されており、現在の選別・リサイクル技術を

考慮して、最終的にリサイクルしやすいものほど低い料金が設定されている。また、

リサイクルされた紙・段ボールが半分以上使われている場合にはディスカウントを

受けることができることになっている。これにより、生産者が容器包装を設計する際

に、リサイクルしやすい素材の選択を促している。 

⚫ 容器包装の単位（ユニット）数 

容器包装のユニットごとに料金が設定されており、構成するユニット数が少ないほ

ど料金が低くなっている。これにより、生産者にできるだけ小分け・分離されない容

器包装の設計を促している。 

⚫ ボーナス／ペナルティ 

環境に配慮した設計となっている容器包装にはボーナスが付与され、リサイクル困

難な容器包装にはペナルティが課されている。これにより、生産者による容器包装の

環境配慮設計を促している。 

ボーナスの対象：分別回収の普及啓発（容器包装への表示またはメディア等）、重量

の削減、リサイクルされた素材の利用（PP 及び PE） 

ペナルティの対象：硬質プラスチック、他素材を含む容器包装、PVC 含む容器包装

など 
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図 4-14 CITEO参加費用の計算方法：重量別料金表及びユニット別料金表 

出所）CITEO ウェブサイト、The 2021 rate for recycling household packaging、https://bo.citeo.com/sites/def

ault/files/2020-11/20201008-Citeo_Guide_Tarifs_2020_GUIDE-UK.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 
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図 4-15 CITEO参加費用の計算方法：ボーナスが付与される対象 

出所）CITEO ウェブサイト、The 2021 rate for recycling household packaging、https://bo.citeo.com/sites/def

ault/files/2020-11/20201008-Citeo_Guide_Tarifs_2020_GUIDE-UK.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 

 



 

114 

 

 

図 4-16 CITEO参加費用の計算方法：ペナルティが課される対象 

出所）CITEO ウェブサイト、The 2021 rate for recycling household packaging、https://bo.citeo.com/sites/def

ault/files/2020-11/20201008-Citeo_Guide_Tarifs_2020_GUIDE-UK.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 8 日） 
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4.5 イギリスの容器包装リサイクル制度 

4.5.1 容器包装リサイクルの法制度 

イギリスでは、1997 年より容器包装リサイクル制度が導入されており、欧州容器包装指

令にも整合したものとなっている。法制度は、容器包装のリサイクル及びリサイクルについ

て規定している生産者責任規則（容器包装廃棄物）2007（改正）及び 2016 改正法と、容器

包装の必須要件を規定している、容器包装規則（必須要件）2013 によって構成されている。 

なお、現行の容器包装リサイクル制度については改正案が検討されているところであり、

改正案の内容については後述する。 

4.5.2 容器包装の回収・リサイクルシステム 

生産者責任規則（容器包装廃棄物）2007 は、容器包装の生産者、容器包装を利用する生

産者及び小売業者（以下、生産者）が、リサイクル及びリカバリー目標を達成するために拠

出金を支払うことを規定している。規則の対象となる生産者は以下の条件を満たす事業者

であり、これらの事業者は政府が定めるリカバリー及びリサイクル目標を達成しなければ

ならない（2021 年以降はリサイクル目標のみとなっている）。 

⚫ 年間売上高 2 百万ポンド以上である。 

⚫ 容器包装取扱量が年 50ｔ以上である。 

義務対象の生産者は、目標達成の義務を果たすためには、容器包装リサイクル事業者が発

行する容器包装廃棄物リカバリー証書 (PRNs)、 あるいは容器包装廃棄物を輸出先でリカ

バリーしていることを証明する容器包装廃棄物輸出リカバリー証書 (PERNs) を購入しな

ければならない。 

生産者は義務を果たすために、遵守スキームに加入するか、あるいは関係当局に直接登録

するかを選択することができる。遵守スキームは民間企業によって運営されており、2020 年

の遵守スキーム運営事業者は 26 事業者である33。 

容器包装リサイクル事業者・輸出事業者は、証書発行によって得た収益をリサイクル技術

や回収量の向上、リサイクル素材の価格低減等に用いている。 

 

 
33 イギリス環境局ウェブサイト、2020 Compliance Scheme public register、http://npwd.environment-agency.

gov.uk/PublicRegisterSchemes.aspx?ReturnUrl=%2fPackagingPublicRegisterLinks.aspx%3fReturnUrl%3d%252f

default.aspx よりダウンロード（閲覧日：2021 年 3 月 9 日） 















 

126 

 

また、近年の容器包装廃棄物に対する関心の高まりを受け、イギリス政府としては、以下

の目標を達成するために、一層の取組が必要であるという認識を持つに至った。 

⚫ 容器包装をリサイクル可能な設計にすること 

⚫ 容器包装廃棄物のリサイクル率を高めること 

⚫ 容器包装へのリサイクル材の使用量を増やすこと 

⚫ 容器包装廃棄物の散乱を削減すること 

以上を背景に、イギリス政府は容器包装リサイクル制度の改正の検討を進め、2019 年に

は容器包装リサイクル制度の改正案を提示して、パブリックコンサルテーションを実施し

ている。 

(2) 容器包装リサイクル制度改正に関するパブリックコンサルテーション 

イギリス政府は、容器包装リサイクル制度の改正案をとりまとめて、2019 年 2 月～3 月

にかけてパブリックコンサルテーションを実施した。 

パブリックコンサルテーションで提示された容器包装リサイクル制度の改正案のポイン

トは以下の通りである40。 

⚫ 生産者は容器包装リサイクルシステムのすべての正味の費用を負担する。現状のイ

ギリスの証書システムは、家庭からの容器包装廃棄物管理コストの 10%程度を負担

するのみであるが、生産者は容器包装廃棄物の回収、選別、処理、処分に係るすべて

の正味の費用を負担する。また商業セクターや公共セクターから排出される家庭系

に近い容器包装廃棄物も対象とする。 

⚫ 生産者に対して容器包装がリサイクルできるように設計することを促すインセンテ

ィブを付与する。インセンティブの方法として、費用調整方式（リサイクルが難しい

場合にはより多く支払う）またはデポジット方式（リサイクル可能な容器包装にデポ

ジットを支払い、リサイクルが証明されたら還元される）が提案されている。 

⚫ 容器包装の生産者責任を義務付ける生産者について、充填者（ブランドオーナー等）

に集約する。生産者責任が分散することで、容器包装の削減やリサイクル可能性向上

へのインセンティブが薄まるという懸念が背景にある。現行の分担方式を維持する

場合は現行制度の欠点の克服が必要となるとしている。 

⚫ 自治体がリサイクル向けに回収する容器包装を共通化する。また生産者の拠出金を

自治体の家庭系容器包装廃棄物の回収・管理に支払う。商業廃棄物の中で増加してい

る家庭系に近い容器包装廃棄物のリサイクルに向けた回収にも支払う。 

⚫ 全ての容器包装にリサイクル可能であることの表示を義務付ける。 

⚫ 2025 年及び 2030 年向けの新たなリサイクル目標（中間目標として 2021 年及び 2022

年の目標）を設定する。 

⚫ 容器包装の生産者責任組織の在り方についてオプションを複数提示している。提示

されているオプションは、現行の複数の営利方式を維持する、単独の非営利方式にす

る、家庭系容器包装向けと商業・産業系容器包装向けのスキームに分ける、デポジッ

トシステムを導入する、などである。 

 
40 英国環境・食糧・農村省ウェブサイト、Consultation on reforming the UK packaging producer responsibi

lity system、2019 年 2 月、https://www.daera-ni.gov.uk/sites/default/files/consultations/daera/packagingeprcons

ultdoc_0.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 9 日） 



 

127 

 

⚫ リサイクル向けに輸出される容器包装廃棄物のモニタリングと法適用を強化する。 

  

上記の提案についてのパブリックコンサルテーションの結果は、2019 年 7 月に発表さ

れており、各ステークホルダーの意見がとりまとめられている41。イギリス政府はこれら

の結果も踏まえて、提案内容の検討を更に進めるとし、2023 年に改正された容器包装リ

サイクルシステムを導入する予定であるとしている。 

4.5.8 プラスチック容器包装課税の導入 

イギリス政府は 2018 年の予算書において、2022 年 4 月より再生プラスチックの利用率が

30%未満のプラスチック容器包装の生産及び輸入に対して、新たな税を導入することを提案

した。提案の背景としては、イギリスで使用されているプラスチック製容器包装の多くはバ

ージン材によって生産されていること、再生プラスチックは環境影響が少ないがバージン

材よりも価格が高くなりやすいこと、再生プラスチックの利用の促進が求められているこ

とがある。 

イギリス政府は、2019 年 2 月に、プラスチック課税の実施内容の初期提案を提示してパ

ブリックコンサルテーションを実施した42。さらに、2020 年 3 月~5 月にかけて、詳細設計

案を提示しパブリックコンサルテーションを実施している43。 

以上の経緯を踏まえ、イギリス政府は、2020 年 11 月にプラスチック容器包装課税の法案
44と政策文書45をとりまとめて公表した。提案されている内容は以下の通りであり、採択さ

れれば 2022 年 4 月から課税が開始する予定である。 

⚫ 再生プラスチックの利用率が 30%未満の容器包装は 200 ポンド/ｔ課税される。 

⚫ 課税対象となる事業者は、プラスチック容器包装を年間 10ｔ以上生産または輸入し

ている事業者である。 

⚫ 課税の範囲は、課税製品のタイプとリサイクル材によって決定する。 

⚫ 小規模のプラスチック容器包装の生産者及び輸入事業者は対象外となる。 

⚫ 納税する登録事業者は、最終のプラスチック容器包装の構成要素を生産する者（ある

いはそれを輸入する者）である。プラスチック容器包装の構成要素とは、製品の保護、

取扱い、輸送、表示のために使われるように設計され、生産者から利用者に届けられ

 
41 英国環境・食糧・農村省ウェブサイト、Consultation on reforming the UK packaging producer responsibi

lity system、2019 年 7 月、https://www.daera-ni.gov.uk/sites/default/files/consultations/daera/epr-consult-sum-re

sp.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 9 日） 

42 英国財務省ウェブサイト、Plastic packaging tax: consultation、https://assets.publishing.service.gov.uk/gover

nment/uploads/system/uploads/attachment_data/file/871368/Plastic_packaging_tax_condoc_template_final_1.0.pd

f（閲覧日：2021 年 3 月 9 日） 

43 英国財務省ウェブサイト、Plastic Packaging Tax : policy design consultation、2020 年 5 月、https://asset

s.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/871559/Plastic_Packaging_T

ax_-_Consultation.pdf（閲覧日：2021 年 3 月 9 日） 

44 英国政府ウェブサイト、PLASTIC PACKAGING TAX、https://assets.publishing.service.gov.uk/government/

uploads/system/uploads/attachment_data/file/934332/Plastic_packaging_tax_-_Draft_FB20_legislation.pdf（閲覧

日：2021 年 3 月 9 日） 

45 英国政府ウェブサイト、https://www.gov.uk/government/publications/introduction-of-a-new-plastic-packaging-

tax/introduction-of-a-new-plastic-packaging-tax（閲覧日：2021 年 3 月 9 日） 
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る間のいずれかの段階にあるものとされている。 

なお、2020 年 3 月～5 月の詳細設計案のパブリックコンサルテーションの文書で、イギ

リス政府はプラスチック容器包装の課税ポイントについて以下の見解を提示している。 

⚫ 課税ポイントは、資材がプラスチック容器包装になった時であり、課税される対象は、

容器包装の重量、構成、再生プラスチック利用について最も知見のある者であるべき

と考えられる。 

⚫ 容器包装のサプライチェーンは複雑であるが、容器包装の主要品目の製造事業者が

重量、構成、再生プラスチック利用について最もよく知る立場であると考えられる。

例えば、フィルム製造事業者やボトルのプリフォーム製造事業者が該当すると考え

られる。 
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5． 審議会支援 

今後のプラスチック資源循環戦略のあり方について、産業構造審議会産業技術環境分科

会廃棄物・リサイクル小委員会プラスチック資源循環戦略ワーキンググループ及び中央環

境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環小委員会合同会議において、有識者等によ

り審議された。本審議は、2020 年 5 月 12 日（火）、5 月 26 日（火）、6 月 23 日（火）、7 月

21 日（火）、9 月 1 日（火）、10 月 20 日（火）、11 月 20 日（金）、2021 年 1 月 28 日（木）

に行われた。 

合同会議開催にあたり、資料作成の補助を行った。また、各合同会議に出席し、Word に

て議事概要を作成した。作成した議事概要は、経済産業省ウェブサイトに掲載されている各

合同会議の議事要旨46に活用された。 

その他、オンラインでの開催となったため、5 月 26 日（火）、7 月 21 日（火）、10 月 20 日

（火）、2021 年 1 月 28 日（木）の計 4 回の合同会議において、YouTube を用いたライブ配

信を実施した。 

 

 
46 経済産業省ウェブサイト、https://www meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/haikibutsu_recycle/plasti

c_junkan_wg/index html（閲覧日：2021 年 3 月 30 日） 
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